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2

助
成
業
務

　
平
成
28
年
12
月
22
日
の
閣
議
で
29
年
度
政

府
予
算
（
案
）
が
決
定
し
ま
し
た
。
こ
こ
で

は
、
文
部
科
学
省
の
私
学
関
係
予
算
に
つ
い

て
、
私
学
助
成
関
係
予
算
（
案
）、
幼
児
教

育
関
係
予
算
（
案
）（
私
立
幼
稚
園
に
関
す

る
主
な
予
算
）、
専
修
学
校
関
係
予
算
（
案
）

の
概
要
を
説
明
し
ま
す
。

　私
学
助
成
関
係
予
算
（
案
）

　
平
成
29
年
度
私
学
助
成
関
係
予
算
（
案
）

に
つ
い
て
は
、
下
図
の
と
お
り
で
す
。

　
私
立
大
学
等
経
常
費
補
助
は
、
私
立
の
大

学
、
短
期
大
学
、
高
等
専
門
学
校
の
教
育
又

は
研
究
に
か
か
る
経
常
的
経
費
に
つ
い
て
補

助
す
る
も
の
で
す
。

　
29
年
度
予
算
案
に
お
い
て
は
、
建
学
の
精

神
や
特
色
を
活
か
し
た
私
立
大
学
等
の
教
育

研
究
活
動
を
支
援
す
る
た
め
の
基
盤
的
経
費

を
確
保
す
る
こ
と
と
し
て
、
前
年
度
同
額
の

３
１
５
３
億
円
を
計
上
し
て
い
ま
す
。
そ
の

う
ち
、
一
般
補
助
で
は
、
教
職
員
給
与
費
な

ど
大
学
等
の
運
営
に
不
可
欠
な
教
育
研
究

に
か
か
る
経
常
的
経
費
へ
の
補
助
の
た
め
、

２
６
８
９
億
円
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

　
ま
た
、
特
別
補
助
で
は
、
32
年
度
以
降
の

18
歳
人
口
の
急
激
な
減
少
を
見
据
え
、
自
ら

の
特
色
を
活
か
し
て
改
革
に
取
り
組
み
、
地

域
で
輝
く
私
立
大
学
等
や
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン

創
出
な
ど
経
済
や
社
会
の
発
展
に
寄
与
す
る

取
り
組
み
を
行
う
私
立
大
学
等
に
対
す
る
支

援
の
強
化
を
図
る
た
め
、
４
６
４
億
円
を
計

上
し
て
い
ま
す
。

　
教
育
の
質
的
転
換
等
の
改
革
に
全
学
的
・

組
織
的
に
取
り
組
む
私
立
大
学
等
に
対
し
て

重
点
的
に
支
援
す
る
「
私
立
大
学
等
改
革

総
合
支
援
事
業
」（
３
頁
下
図
）
に
つ
い
て

は
、
各
大
学
等
の
特
色
化
・
資
源
集
中
を
促

し
、
複
数
大
学
間
の
連
携
、
自
治
体
・
産
業

界
等
と
の
連
携
を
進
め
る
た
め
の
プ
ラ
ッ
ト

フ
ォ
ー
ム
形
成
支
援
の
タ
イ
プ
を
新
設
し

１
７
６
億
円
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

　
ま
た
、
学
長
の
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
の
下
、

大
学
の
特
色
あ
る
研
究
を
基
軸
と
し
て
、
全

学
的
な
独
自
色
を
大
き
く
打
ち
出
す
取
り
組

み
を
行
う
私
立
大
学
に
対
し
て
重
点
的
に
支

援
す
る
「
私
立
大
学
研
究
ブ
ラ
ン
デ
ィ
ン
グ

事
業
」
に
お
い
て
採
択
校
数
の
拡
充
を
行

い
、
55
億
円
を
計
上
し
て
い
ま
す
。
そ
の
ほ

か
、
経
済
的
に
修
学
困
難
な
学
生
に
対
す
る

授
業
料
減
免
の
充
実
を
図
る
と
と
も
に
、
学

生
の
経
済
的
負
担
軽
減
の
た
め
に
多
様
な
支

援
策
を
講
じ
る
大
学
等
を
支
援
す
る
た
め
、

１
０
２
億
円
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

　
こ
の
ほ
か
に
は
、
復
興
特
別
会
計
に
お
い

て
、
被
災
３
県
に
所
在
す
る
大
学
等
の
安
定

　平
成
29
年
度

私
学
関
係
予
算
（
案
）
の
概
要

平成29年度 私学助成関係予算（案）の概要 

私立学校施設・設備の整備の推進 102億円（△2億円）

 （１）耐震化の促進                        49億円（＋5億円） 

＜平成28年度第2次補正予算額 301億円＞ 
 

  ○耐震改築（建替え）事業及び耐震補強事業等を重点的に支援 
 

  ○平成28年度までの時限措置とされていた耐震改築への補助制度を平成 
    30年度まで2か年延長 
 

       ◆耐震化率の推移（見込み） 
 

             （28年4月時点） （28年度2次補正・29年度当初完了後） 
 

        大学等    88.8％   →     約91％ 
        高校等    86.4％   →     約91％ 
 

 （２）教育・研究装置等の整備                 53億円（△7億円） 

   教育及び研究のための装置・設備の高機能化等を支援 
 

 ※私立学校施設高度化推進事業（利子助成）の減 ： △3億円 

私立高等学校等経常費助成費等補助 1,036億円※（＋13億円） 

※子ども・子育て新制度移行分等を含む 
 

（１）一般補助                        879億円※ （＋7億円） 
※子ども・子育て支援新制度移行分を含む。 

   都道府県による私立高校等の基盤的経費への助成を支援 
 

    ◆幼児児童生徒１人当たり単価の増額（＋0.9％）等 
 

（２）特別補助                        130億円※ （＋6億円） 
                         ※被災児童生徒就学支援等事業交付金の一部を含む。 

   私立高等学校等の特色ある取組を支援 
 

   ◆グローバル人材や情報活用能力の育成などの次世代を担う人材育成やアクティ 
     ブ・ラーニング等による教育の質の向上に取り組む学校への支援を強化 
 

   ◆障害のある幼児の受入れや長時間の預かり保育を実施する幼稚園に対する支 
     援の充実  等 
 

 （３）特定教育方法支援事業                27億円（前年度同） 
   特別支援学校等の特定の教育分野について、その教育の推進に必要な 
  経費を支援 

29年度予算額（案） ： 4,304億円（＋0.3億円） 

 
（１）一般補助                       2,689億円（△13億円） 
   大学等の運営に不可欠な教育研究に係る経常的経費について支援 
 

（２）特別補助                          464億円（＋13億円） 
   自らの特色を活かして改革に取り組む大学等（地域で輝く大学等やイノ 
  ベーション創出など経済・社会の発展に寄与する取組を行う大学等）に対し、 
  重層的に支援 
 

①私立大学等改革総合支援事業             176億円（＋9億円） 
（上記の一般補助及び特別補助の内数）  

  教育の質的転換や地域発展、産業界・他大学等との連携など大学等の特色 
 化に向けた改革に全学的・組織的に取り組む大学等を重点的に支援 
 

  ◆各大学等の特色化・資源集中を促し、複数大学間の連携、自治体・産業界等との 
   連携を進めるためのプラットフォーム形成支援のタイプを新設 
 

②私立大学研究ブランディング事業            55億円（＋5億円） 
（上記の特別補助の内数） 

  学長のリーダーシップの下、大学の特色ある研究を基軸として、全学的な独 
 自色を大きく打ち出す取組を行う大学を重点的に支援 
 

  ◆新規採択校：50～60大学（10～20校増） 
 

③経済的に修学困難な学生に対する授業料減免等の充実   102億円（＋16億円） 
（上記の特別補助の内数） 

  ◆減免対象人数：約1.0万人増 （28年度：約4.8万人 → 29年度：約5.8万人） 

私立大学等経常費補助 3,153億円（前年度同） 

 私立大学等改革総合支援事業の一環として、教育の質的転換等の改革の基
盤となる教育研究設備の整備を支援する。 
 

 ◆これまでの設備整備の実績等を踏まえ、集中的に支援 

私立大学等教育研究活性化設備整備事業 13億円（△10億円） 

＜参考：給付型奨学金制度の創設＞ 
   私立・自宅外及び社会的養護を必要とする学生を対象として、平成29年度から一部 

  先行実施 
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助
成
業
務

的
教
育
環
境
の
整
備
や
被
災
学
生
の
授
業
料

減
免
等
を
支
援
す
る
た
め
、
18
億
円
を
計
上

し
て
い
ま
す
。

　
ま
た
、
前
述
の
「
私
立
大
学
等
改
革
総
合

支
援
事
業
」
の
一
環
と
し
て
、
教
育
の
質
的

転
換
等
の
改
革
の
基
盤
と
な
る
教
育
研
究
設

備
の
整
備
を
支
援
す
る
「
私
立
大
学
等
教
育

研
究
活
性
化
設
備
整
備
事
業
」
に
お
い
て
、

13
億
円
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

　
私
立
高
等
学
校
等
経
常
費
助
成
費
等
補
助

は
、
私
立
の
高
等
学
校
、
中
学
校
、
小
学
校

及
び
幼
稚
園
等
に
経
常
費
助
成
を
行
う
都
道

府
県
に
対
し
て
、
国
が
そ
の
一
部
を
補
助
す

る
も
の
で
す
。

　
29
年
度
予
算
案
に
お
い
て
は
、
一
般
補
助

の
幼
児
児
童
生
徒
数
の
増
減
を
反
映
す
る
と

と
も
に
、
一
人
あ
た
り
単
価
を
０
・
９
％
増

額
し
て
い
ま
す
。
特
別
補
助
で
は
、
グ
ロ
ー

バ
ル
人
材
や
情
報
活
用
能
力
の
育
成
な
ど
の

次
世
代
を
担
う
人
材
の
育
成
や
ア
ク
テ
ィ

ブ
・
ラ
ー
ニ
ン
グ
等
に
よ
る
教
育
の
質
の
向

上
に
取
り
組
む
学
校
へ
の
支
援
を
強
化
す
る

た
め
、「
教
育
の
質
の
向
上
を
図
る
学
校
支

援
経
費
」
に
つ
い
て
、
20
億
円
を
計
上
し
て

い
ま
す
。
ま
た
、
障
害
の
あ
る
幼
児
の
受
入

れ
（
幼
稚
園
等
特
別
支
援
教
育
経
費
）
や
長

時
間
預
か
り
を
実
施
す
る
園
に
対
す
る
支
援

等
を
充
実
さ
せ
て
い
ま
す
。
こ
の
ほ
か
、
過

疎
高
等
学
校
特
別
経
費
、
授
業
料
減
免
事
業

等
支
援
特
別
経
費
に
つ
い
て
、
必
要
な
経
費

を
引
き
続
き
計
上
し
て
い
ま
す
。

　
こ
れ
ら
を
含
め
た
私
立
高
等
学
校
等
経
常

費
助
成
費
等
補
助
の
総
額
は
、
対
前
年
度
13

億
円
増
の
１
０
３
６
億
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
私
立
学
校
施
設
・
設
備
整
備
費
補
助
は
、

建
学
の
精
神
や
特
色
を
活
か
し
た
質
の
高
い

教
育
研
究
活
動
の
基
盤
と
な
る
施
設
・
設
備

の
整
備
を
支
援
す
る
も
の
で
す
。

　
29
年
度
予
算
案
に
お
い
て
は
、
総
額
で

１
０
２
億
円
を
計
上
し
て
お
り
、「
私
立
大

学
研
究
ブ
ラ
ン
デ
ィ
ン
グ
事
業
」
に
お
け
る

施
設
・
装
置
等
の
整
備
を
通
じ
た
支
援
の
ほ

か
、
28
年
度
ま
で
の
時
限
措
置
と
さ
れ
て
い

た
耐
震
改
築
へ
の
補
助
制
度
を
30
年
度
ま
で

２
か
年
延
長
す
る
と
と
も
に
、
耐
震
改
築
及

び
耐
震
補
強
等
の
防
災
機
能
強
化
に
対
し
て

重
点
的
に
支
援
し
、
私
立
学
校
の
施
設
の
耐

震
化
の
一
層
の
促
進
を
図
る
こ
と
と
し
て
い

ま
す
。

　
私
学
事
業
団
が
実
施
す
る
29
年
度
貸
付
事

業
に
つ
い
て
は
、
規
模
を
６
５
０
億
円
（
う

ち
私
立
学
校
の
耐
震
化
分
は
２
２
８
億
円
）

と
し
て
お
り
、
そ
の
財
源
と
し
て
、
財
政
融

資
資
金
３
１
７
億
円
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

　
な
お
、
私
学
事
業
団
の
融
資
を
活
用
し
た

耐
震
改
築
等
事
業
へ
の
利
子
助
成
（
私
立
学

校
施
設
高
度
化
推
進
事
業
費
補
助
）
に
つ
い

て
も
耐
震
化
促
進
の
た
め
、
29
年
度
も
引
き

続
き
実
施
し
ま
す
。

　
ま
た
、
私
学
事
業
団
の
共
済
業
務
に
か
か

る
事
業
費
補
助
金
及
び
事
務
費
等
補
助
金
と

し
て
は
、
事
業
費
補
助
金
の
前
々
年
度
精
算

の
影
響
に
よ
り
、
対
前
年
度
22
億
円
減
の

１
２
２
２
億
円
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

私立大学等改革総合支援事業
○ 高等教育全体の質の向上、特色化には、大学の約８割を占める私学の改革支援が急務であり、各タイプに対応した改革に全学的・組織

的に取り組む大学等を重点的に支援

○ 平成２９年度から、各大学等の特色化・資源集中を促し、複数大学間の連携、自治体・産業界等との連携を進めるためのプラットフォーム
形成支援のタイプを新設

基本スキーム（イメージ）

タイプ１「教育の質的転換」（350校）

全学的な体制での教育の質的転換 を支援

＜評価する取組（例）＞
○全学的教学マネジメント体制の構築
○シラバスの改善（主体的な学修を促す教育課程の編成）
○学生の学習時間等の把握と充実
○学生による授業評価結果の活用 等

タイプ３「産業界・他大学等との連携」(80校)

産業界や国内の他大学等と連携した
高度な教育研究支援

○教育面を含む産学連携体制の構築
○長期インターンシップ
○交流協定に基づく単位互換の実施・交流実績
○教育プログラムの共同開発、共同研究、共同

FD・SD 等

タイプ２「地域発展」（160校）

地域社会貢献、社会人受入れ、生涯学
習機能の強化等を支援

○自治体との包括連携協定の締結
○全学的地域連携センターの設置

○地域社会と連携した地域課題解決のための教
育プログラム 等

※三大都市圏にある収容定員8,000人以上の大学等は対象外

高大接続改革に積極的に取り組む大学等を支援

＜評価する取組（例）＞
○アドミッション・ポリシーにおける求める学生像の明示
○多面的･総合的な入試への転換
○アドミッションオフィスの組織改善など、入学者選抜体制の充実強化
○高等学校教育と大学教育の連携強化 等

タイプ４「グローバル化」（80校）

国際環境整備、地域の国際化など、多
様なグローバル化を支援

○実践的な語学教育

○外国人教員・学生の比率

○地域のグローバル化への貢献 等

※必須要件：国際化推進に関するビジョン・方針の策定

＋

タイプ５「プラットフォーム形成」（5～10グループ）【新設】

各大学等の特色化・資源集中を促し、複数大学間の連携、自治体・産業界等
との連携を進めるためのプラットフォーム形成を支援

＜要件（イメージ）＞

○教育機関・自治体・産業界等を含めたプラットフォームを形成し、
地域における高等教育に関する中長期計画の策定

○複数校の申請に基づき、採択

プラットフォームの形成

・地域における高等教育に関する中長期計画の策定
・地域発展、大学間（教育・研究）・産学連携の促進

地域の
私立大学等

地域の
他教育機関都道府県等

地域経済界

※上記の他、活性化設備費（13億円）、施設・装置費（3億円）を一体的に支援（タイプ１～４は新規採択校のみ）

平成29年度予算額（案）
176億円（167億円）
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助
成
業
務

　幼
児
教
育
関
係
予
算
（
案
）

　平
成
29
年
度
幼
児
教
育
関
係
予
算
（
案
）

で
は
、
幼
児
教
育
の
振
興
を
図
る
た
め
、
幼

児
教
育
の
無
償
化
に
向
け
た
取
り
組
み
や
幼

児
教
育
の
質
の
向
上
及
び
環
境
整
備
を
充
実

す
る
た
め
の
予
算
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

　
ま
ず
、
幼
児
教
育
の
無
償
化
に
向
け
た
取

り
組
み
の
段
階
的
推
進
に
つ
い
て
は
、「
幼

児
教
育
無
償
化
に
関
す
る
関
係
閣
僚･
与
党

実
務
者
連
絡
会
議
」（
28
年
８
月
１
日
開
催
）

で
取
り
ま
と
め
ら
れ
た
方
針
等
を
踏
ま
え
、

低
所
得
の
多
子
世
帯
等
の
保
護
者
負
担
軽
減

を
図
る
こ
と
と
し
、
対
前
年
度
12
億
円
増
の

３
３
４
億
円
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

　
具
体
的
に
は
、
市
町
村
民
税
非
課
税
世
帯

の
第
２
子
を
無
償
化
し
ま
す
。
ま
た
、
市
町

村
民
税
所
得
割
課
税
額
７
万
７
１
０
０
円
以

下
世
帯
の
負
担
軽
減
を
図
る
こ
と
と
し
、
ひ

と
り
親
世
帯
等
に
つ
い
て
は
、
第
１
子
の
保

護
者
負
担
額
を
年
額
５
万
５
０
０
０
円
、
そ

の
他
の
世
帯
に
つ
い
て
は
、
第
１
子
を
２
万

４
０
０
０
円
、
第
２
子
を
１
万
２
０
０
０
円

そ
れ
ぞ
れ
引
き
下
げ
ま
す
。

　
次
に
、
幼
児
教
育
の
質
の
向
上
を
図
る
た

め
、
28
年
度
に
引
き
続
き
幼
児
教
育
の
質

向
上
推
進
プ
ラ
ン
を
実
施
す
る
と
と
も
に
、

幼
稚
園
教
育
要
領
の
普
及
・
啓
発
、ECEC 

N
etw

ork 

事
業
に
参
画
す
る
た
め
の
経
費

を
計
上
し
て
い
ま
す
。
ま
た
、
幼
稚
園
の
人

材
確
保
が
喫
緊
の
課
題
と
な
っ
て
い
る
こ
と

を
踏
ま
え
、
29
年
度
か
ら
、
新
た
に
「
幼
稚

園
の
人
材
確
保
支
援
事
業
」
と
「
園
務
改

善
の
た
め
の
Ｉ
Ｃ
Ｔ
化
支
援
」
事
業
を
実
施

し
、
幼
稚
園
に
優
秀
な
人
材
を
確
保
す
る
た

め
の
取
り
組
み
を
支
援
し
ま
す
。

　
さ
ら
に
、
幼
児
教
育
の
環
境
整
備
の
充
実

と
し
て
、
私
立
幼
稚
園
や
認
定
こ
ど
も
園
等

の
耐
震
化
を
始
め
と
す
る
施
設
整
備
費
を
計

上
し
て
い
ま
す
。私
立
幼
稚
園
の
耐
震
化
は
、

公
立
と
比
べ
て
遅
れ
て
い
る
状
況
で
あ
る
こ

と
を
踏
ま
え
、
積
極
的
な
取
り
組
み
を
お
願

い
し
ま
す
。
ま
た
、
幼
稚
園
教
諭
免
許
と
保

育
士
資
格
の
併
有
促
進
支
援
、
質
の
向
上
に

関
す
る
研
修
等
の
実
施
、
認
定
こ
ど
も
園
等

に
移
行
す
る
幼
稚
園
の
準
備
に
必
要
な
経
費

等
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

幼児教育の振興 （　）は28年度予算額

◆認定こども園等への財政支援
41.5億円( 51.4億円)

認定こども園の施設整備・園舎の耐震化・防犯
対策、ICT化に要する経費の一部を補助するとと
もに、幼稚園教諭免許と保育士資格の併有促進や、
研修等の実施費用を支援する。

◆私立幼稚園の施設整備の充実
5億円(5億円)

緊急の課題となっている耐震化に取り組むと
ともに、学校法人立幼稚園等の施設のアスベス
ト対策・防犯対策、エコ改修等に要する経費の

図る。
【補助率】1/3（Is値0.3未満1/2）

◆幼児教育の質向上推進プラン
○ 幼児教育の推進体制構築事業

183百万円(203百万円)
地域の幼児教育の拠点となる幼児教育セン

ターの設置や、幼稚園・保育所・認定こども
園等を巡回して助言等を行う「幼児教育アド
バイザー」の育成・配置など、自治体におけ
る幼児教育の推進体制の検討・整備を行う。

○ 幼児期の教育内容等深化・充実調査研究
17百万円(19百万円)

効果的な指導方法や実効性のある学校評価
など、幼児期における教育内容等について、
より深化・充実するための調査研究を実施。

◆幼稚園の人材確保のための取組の推進
356百万円(新 規)

○幼稚園の人材確保支援事業
86百万円(新 規)

幼稚園に優秀な人材を確保するため、人材
登録制度の構築や離職防止を図る研修など先
導的な取組を支援する。

○園務改善のためのICT化支援
270百万円(新 規)

事務の負担軽減を図るためＩＣＴ化を支援
し、幼稚園教員が働きやすい環境を整備する。
※教育支援体制整備事業費交付金の１メニュー

◆ECEC ※ Network事業の参加
9百万円(10百万円)

OECDにおいて計画されている国際幼児教育・
保育従事者調査等に参加し、幼児教育の質の向
上を図るための政策立案に資するデータを収集
する。※ECEC : Early Childhood Education and Care

◆幼稚園教育要領の普及・啓発
58百万円(22百万円)

新幼稚園教育要領について、各幼稚園が適切
な教育課程を編成、実施する上での参考資料を
作成するとともに、新幼稚園教育要領の改訂の
趣旨や理念等について周知･徹底を図る。

１．市町村民税非課税世帯（第Ⅱ階層）の第２子無償化
◇保護者負担額（年額） 第２子： 18,000円 → ０円 （▲ 18,000円 ）

２． 市町村民税所得割課税額77,100円以下世帯（第Ⅲ階層）の負担軽減

・ひとり親世帯等 ◇保護者負担額（年額） 第１子： 91,000円 → 36,000円（▲ 55,000円）
・その他の世帯 ◇保護者負担額（年額） 第１子： 192,800円 →  168,800円（▲ 24,000円）

第２子： 97,000円 →    85,000円（▲ 12,000円）【参考】
各階層のモデル世帯（夫婦（片働き）と子供2人）の年収目安
第Ⅱ階層：～約270万円 第Ⅲ階層：～約360万円

「幼児教育無償化に関する関係閣僚・与党実務者連絡会議」（平成28年８月１日開催）で取りまとめられた方針
等を踏まえ、平成29年度については、低所得の多子世帯等の保護者負担軽減を図り、幼児教育無償化に向
けた取組を推進する。

・認定こども園施設整備交付金（3,003百万円）
・教育支援体制整備事業費交付金（1,145百万円）

一部を補助することにより幼稚園の環境整備を

平成29年度予算（案）：384億円(382億円)

Ⅲ 幼児教育の環境整備の充実 46.5億円(56.4億円) 
※一部再掲含む

Ⅱ 幼児教育の質の向上 6.2億円(2.5億円)

Ⅰ 幼児教育の無償化に向けた取組の段階的推進 334.2億円(322.7億円) 
※子ども・子育て支援新制度への移行分を含めた幼稚園就園奨励費等にかかる所要額
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助
成
業
務

　専
修
学
校
関
係
予
算
（
案
）

　
平
成
29
年
度
の
専
修
学
校
関
係
予
算（
案
）

に
つ
い
て
は
、
新
た
に
、「
専
修
学
校
に
よ

る
地
域
産
業
中
核
的
人
材
養
成
事
業
」
及
び

「
専
修
学
校
グ
ロ
ー
バ
ル
化
対
応
推
進
支
援

事
業
」に
か
か
る
予
算
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

　「
専
修
学
校
に
よ
る
地
域
産
業
中
核
的
人

材
養
成
事
業
」
は
、
概
算
要
求
時
に
お
け

る
、「
成
長
分
野
等
に
お
け
る
中
核
的
専
門

人
材
養
成
等
の
戦
略
的
推
進
」
事
業
、「
専

修
学
校
版
デ
ュ
ア
ル
教
育
推
進
事
業
」、「
専

修
学
校
を
活
用
し
た
地
域
産
業
人
材
育
成
事

業
」
の
３
事
業
を
統
合
し
、
産
学
連
携
機
能

強
化
に
よ
る
、
地
域
産
業
の
発
展
を
支
え
る

中
核
的
な
人
材
養
成
機
関
と
し
て
の
専
修
学

校
の
役
割
を
充
実
さ
せ
る
た
め
、
教
育
プ
ロ

グ
ラ
ム
等
の
開
発
、
産
学
連
携
手
法
（
専
修

学
校
版
デ
ュ
ア
ル
教
育
）
の
開
発
、
産
学
連

携
体
制
の
整
備
を
実
施
す
る
こ
と
と
し
て
い

ま
す
。

　「
専
修
学
校
グ
ロ
ー
バ
ル
化
対
応
推
進
支

援
事
業
」
に
つ
い
て
は
、
専
修
学
校
へ
の
留

学
に
関
す
る
総
合
的
・
戦
略
的
な
留
学
生
施

策
の
推
進
を
図
る
た
め
、
諸
外
国
に
お
け
る

日
本
の
専
修
学
校
の
広
報
・
優
秀
な
外
国
人

留
学
生
の
掘
り
起
こ
し
、
日
本
語
教
育
支
援

や
修
学
支
援
、
留
学
生
の
在
籍
管
理
、
卒
業

後
の
国
内
へ
の
定
着
支
援
な
ど
、
各
地
域
に

お
け
る
関
係
機
関
・
団
体
と
の
連
携
に
よ
る

モ
デ
ル
体
制
の
構
築
を
進
め
る
こ
と
と
し
て

い
ま
す
。

　
ま
た
、
職
業
教
育
の
充
実
及
び
専
修
学
校

教
育
の
質
保
証
・
向
上
を
図
る
た
め
の
予
算

（「
職
業
実
践
専
門
課
程
等
を
通
じ
た
専
修
学

校
の
質
保
証
・
向
上
の
推
進
」
事
業
）、
意

欲
と
能
力
の
あ
る
専
門
学
校
生
が
経
済
的
な

理
由
に
よ
り
修
学
を
断
念
す
る
こ
と
が
な
い

よ
う
、
専
門
学
校
生
に
対
す
る
経
済
的
支
援

策
に
つ
い
て
総
合
的
な
検
討
を
進
め
る
た
め

の
予
算
（「
専
門
学
校
生
へ
の
効
果
的
な
経

済
的
支
援
の
在
り
方
に
関
す
る
実
証
研
究
事

業
」）
に
つ
い
て
も
、
引
き
続
き
計
上
し
て

い
ま
す
。

　
そ
の
他
に
も
、
教
育
装
置
や
情
報
処
理
関

係
設
備
の
整
備
、
学
校
施
設
や
非
構
造
部
材

の
耐
震
化
工
事
、
エ
コ
改
修
工
事
等
の
専
修

学
校
の
教
育
基
盤
の
整
備
に
必
要
な
経
費
の

一
部
を
補
助
す
る
た
め
の
予
算
を
計
上
し
て

い
ま
す
。

（　）は28年度予算額

16.8 億円 （ 　－　 ）

2.5 億円 （　－　）

　専修学校への留学に関する総合的・戦略的な留学生施策の推進を図るため、諸外国における日
本の専修学校の広報・優秀な外国人留学生の掘り起こし、日本語教育支援や修学支援、留学生の
在籍管理、卒業後の国内への定着支援など、各地域における関係機関・団体との連携によるモデ
ル体制の構築を進める。

7.6 億円 （7.6億円）

1.8 億円 （1.8億円）

職業教育の充実及び専修学校教育の質保証・向上を図るため、専修学校における研修体制づく
り等の推進や、高校や企業等への効果的な情報発信の在り方について検討・検証を行うととも
に、職業実践専門課程認定校を中心とした第三者評価の検証等の取組を進める。

1.8 億円 （3.0億円 ）　　

意欲と能力のある専門学校生が経済的理由により修学を断念することがないよう、専門学校生
に対する経済的支援策について総合的な検討を進めるため、実証的な研究として経済的支援及び
その効果検証等を行う。

3.0 億円 （3.0億円）

【補助対象】
　・教育装置や学内LAN装置の整備
　・学校施設や非構造部材の耐震化工事、バリアフリー化工事、備蓄倉庫や自家発電設備の整備
　・太陽光発電導入工事、エコ改修工事

2.2 億円 （2.2億円）

【補助対象】
　・情報処理関係設備の整備

億円 （35.2億円）

62.0

5.6

億円の内数

○　被災児童生徒就学支援等事業（熊本地震対応分）【新規】 億円の内数

○　私立学校施設整備費補助金

○　私立大学等研究設備整備費等補助金

合 計 35.9
＜東日本大震災や熊本地震からの復興関係＞

○　被災児童生徒就学支援等事業　　※東日本大震災復興特別会計

○　専門学校生への効果的な経済的支援の在り方に関する実証研究事業

平成29年度  専修学校関係予算（案）

　専修学校教育の人材養成機能の向上

○　専修学校による地域産業中核的人材養成事業【新規】
　柔軟な制度的特性を生かしながら産業構造の変化や各地域のニーズ等に対応した実践的な職業
教育を行う専修学校の人材養成機能の充実・強化を図るため、社会人向けの教育プログラムや特
色ある教育カリキュラムの開発、効果的な産学連携教育の実施のためのガイドラインの作成、分
野に応じた中長期的な人材育成に向けた協議体制の構築を進める。
　　＜事業での取組＞
　　　・教育プログラム等の開発
　　　・産学連携手法（専修学校版デュアル教育）の開発
　　　・産学連携体制の整備

○　専修学校グローバル化対応推進支援事業【新規】

○　国費外国人留学生制度

　専修学校教育の質保証・向上

○　職業実践専門課程等を通じた専修学校の質保証・向上の推進

　学びのセーフティネットの保障

※ 上記のほか、高等学校等就学支援金、日本学生支援機構の奨学金事業等の中に、専修学校生を対象とした予算が含まれている。  

※ 平成28年度予算の合計欄（35.2億円）には、平成29年度予算案の「専修学校による地域産業中核的人材養成事業」に統合する「成長分野等にお 

ける中核的専門人材養成等の戦略的推進」事業（15.3億円）及び「専修学校版デュアル教育推進事業」（1.5億円）、並びに平成28年度限りの事業

である「専修学校留学生就職アシスト事業」（0.5億円）等の予算額を含めている。 

※ 計数はそれぞれ四捨五入しているため、合計と一致しない。 
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学
校
法
人

　上
智
学
院

対
象
校

　上
智
大
学

所
在
地

　東
京
都

　千
代
田
区

対
象
事
業

　校
舎
耐
火
鉄
骨
新
築

応
答
者

　

　財
務
局
長

　
　
　
　大
日
方

　淸
剛
氏

　財
務
局

　管
財
グ
ル
ー
プ
長

　

　
　
　
　
　
　
　
　
　松
崎

　憲
隆
氏

　財
務
局

　経
理
グ
ル
ー
プ

　チ
ー
ム
リ
ー
ダ
ー

　清
水

　真
氏

　
上
智
大
学
四
谷
キ
ャ
ン
パ
ス
は
四
ツ
谷
駅

か
ら
徒
歩
５
分
の
位
置
に
あ
り
、
北
側
は
麹

町
大
通
り
（
新
宿
通
り
）、
西
側
は
ソ
フ
ィ

ア
通
り
に
面
し
て
い
ま
す
。

　
正
門
を
く
ぐ
る
と
、
歴
史
的
な
校
舎
と
近

代
的
な
校
舎
が
融
合
し
た
キ
ャ
ン
パ
ス
が
現

れ
、
こ
れ
ま
で
の
上
智
学
院
の
歩
み
が
感
じ

ら
れ
ま
す
。

学
院
の
成
り
立
ち

　
学
校
法
人
上
智
学
院
は
１
９
５
１
年
に
法

人
と
し
て
認
可
さ
れ
ま
し
た
が
、
大
学
設
立

は
そ
れ
よ
り
も
前
に
遡
り
ま
す
。

　
１
９
１
３
年
、
上
智
大
学
は
、
ロ
ー
マ
・

カ
ト
リ
ッ
ク
教
会
所
属
の
男
子
修
道
会
の
一

つ
で
あ
る
イ
エ
ズ
ス
会
が
母
体
と
な
っ
て
設

立
さ
れ
ま
し
た
。

　
大
学
設
立
以
後
、
時
代
が
移
り
変
わ
っ
て

も
、
建
学
の
理
念
と
し
て
掲
げ
て
い
る
「
他
者

の
た
め
に
他
者
と
と
も
に
」
と
い
う
生
き
方
で

あ
る
「
隣
人
性
」
と
、「
多
様
性
」
を
認
め
合

い
対
話
と
相
互
協
力
に
よ
っ
て
諸
課
題
の
解
決

を
目
指
す
と
い
う
「
国
際
性
」
を
貫
く
大
学

で
あ
る
こ
と
に
は
、
変
わ
り
あ
り
ま
せ
ん
。

　
こ
の
理
念
は
、
創
立
１
０
０
周
年
を
迎
え

た
２
０
１
３
年
に「
叡
智
が
世
界
を
つ
な
ぐ
」

と
い
う
言
葉
に
集
約
さ
れ
ま
し
た
。

　
２
０
１
４
年
に
、
文
部
科
学
省
「
ス
ー

パ
ー
グ
ロ
ー
バ
ル
大
学
創
成
支
援
事
業
」
の

グ
ロ
ー
バ
ル
化
牽
引
型
（
タ
イ
プ
Ｂ
）
に
採

択
さ
れ
た
上
智
大
学
は
、
今
後
も
建
学
の
理

念
を
重
ん
じ
な
が
ら
教
育
研
究
環
境
を
整
備

し
、
日
本
の
大
学
を
牽
引
し
て
世
界
に
並
び

立
ち
続
け
る
大
学
で
す
。

新
校
舎
建
築
に
当
た
っ
て

　
融
資
の
対
象
と
な
っ
た
ソ
フ
ィ
ア
タ
ワ
ー

は
、
麹
町
大
通
り
（
新
宿
通
り
）
に
面
し
て

建
て
ら
れ
た
地
上
17
階
の
高
層
ビ
ル
で
す
。

１
階
か
ら
６
階
ま
で
の
低
層
階
部
分
及
び
17

階
は
大
学
施
設
（
以
下
「
新
校
舎
」
と
い
い

ま
す
）、
７
階
か
ら
16
階
ま
で
の
高
層
階
部

分
は
賃
貸
オ
フ
ィ
ス
と
な
っ
て
お
り
、
１
階

の
一
部
に
店
舗
ス
ペ
ー
ス
が
設
け
ら
れ
て
い

ま
す
。

　
ソ
フ
ィ
ア
タ
ワ
ー
建
築
を
決
め
た
理
由
は

大
き
く
三
つ
あ
り
ま
す
。
一
つ
目
は
、
建
物
の

老
朽
化
で
す
。
主
に
理
工
学
部
が
入
っ
て
い
る

３
・
４
・
８
・
９
号
館
は
特
に
老
朽
化
が
進
ん

で
お
り
、
ま
た
、
教
室
も
狭
い
た
め
、
安
全

性
を
確
保
す
る
観
点
か
ら
、
既
存
教
室
を
移

動
さ
せ
て
ス
ペ
ー
ス
を
広
げ
、
環
境
を
改
善

す
る
必
要
が
あ
り
ま
し
た
。
そ
の
た
め
新
校

舎
は
、
理
工
学
部
に
混
在
し
て
い
た
一
般
教
室

の
受
け
皿
と
し
て
の
役
割
も
担
っ
て
い
ま
す
。

　
二
つ
目
は
、
今
後
の
学
生
数
減
少
を
見
据

え
た
、
安
定
的
な
収
入
の
確
保
と
い
う
問
題

で
す
。
そ
の
た
め
、
以
前
か
ら
キ
ャ
ン
パ
ス

整
備
を
検
討
し
て
い
ま
し
た
が
、
収
益
事
業

運
営
の
経
験
を
生
か
し
て
高
層
階
を
賃
貸
オ

フ
ィ
ス
と
す
る
構
造
に
し
ま
し
た
。

　
三
つ
目
は
、
新
た
な
教
室
へ
の
需
要
が
高

ま
っ
た
か
ら
で
す
。留
学
生
の
増
加
に
よ
り
、

日
本
語
を
英
語
で
学
ぶ
コ
ー
ス
を
充
実
さ
せ

る
な
ど
、
留
学
生
向
け
教
育
実
施
の
場
を
増

や
す
必
要
が
あ
り
ま
し
た
。
上
智
大
学
は
、

「
キ
ャ
ン
パ
ス
に
い
な
が
ら
留
学
体
験
が
で

き
る
」
こ
と
を
目
指
し
て
い
る
の
で
、
新
校

舎
建
築
に
よ
り
、
そ
の
目
標
に
ま
た
一
歩
近

づ
く
こ
と
が
で
き
ま
し
た
。

　
設
計
に
当
た
っ
て
は
、
学
内
の
建
築
関
係

に
精
通
し
た
教
職
員
を
中
心
に
、
複
数
の
大

手
不
動
産
会
社
か
ら
ヒ
ア
リ
ン
グ
を
し
な
が

ら
検
討
を
進
め
ま
し
た
。
新
教
室
の
設
計
に

つ
い
て
は
、
授
業
の
形
態
に
よ
っ
て
受
講
人

数
が
異
な
る
た
め
、
ど
の
よ
う
な
広
さ
や
設

備
の
教
室
が
必
要
な
の
か
事
前
調
査
を
実
施

し
ま
し
た
。

　
ま
た
、
在
学
生
と
卒
業
生
の
同
窓
会
組
織

で
あ
る
上
智
大
学
ソ
フ
ィ
ア
会
を
母
体
と
し

事
業
団
資
金
で
明
日
を
拓
く

事
業
団
融
資
を
ご
利
用
さ
れ
た
学
校
紹
介

大学内で最も歴史のある１号館の廊下

上智大学の新たなシンボル「ソフィアタワー」
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た
、「
新
校
舎
建
築
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」
か
ら

も
意
見
を
募
り
ま
し
た
。
新
校
舎
に
は
、
会

議
室
や
サ
ロ
ン
な
ど
多
目
的
に
使
用
で
き
る

交
流
ス
ペ
ー
ス
を
設
け
、
上
智
大
学
ソ
フ
ィ

ア
会
の
事
務
局
も
移
し
ま
し
た
。
こ
れ
ら
の

仕
様
は
卒
業
生
の
方
々
に
決
め
て
い
た
だ
き

ま
し
た
。

　
今
回
の
建
築
に
当
た
っ
て
、
従
来
の
動
線

も
新
し
く
整
備
し
ま
し
た
。
新
校
舎
隣
の
２

号
館
は
、
３
・
４
階
に
教
室
、
５
階
に
食
堂

が
あ
り
、
学
生
の
集
中
に
よ
る
混
雑
が
課
題

と
な
っ
て
い
た
の
で
、
学
生
の
移
動
は
３
階

を
中
心
に
行
う
こ
と
と
し
て
渡
り
廊
下
で
つ

な
ぎ
ま
し
た
。

　
ま
た
、
新
校
舎
に
は
、
地
上
か
ら
３
階
ま

で
の
直
通
エ
ス
カ
レ
ー
タ
を
設
置
し
ま
し
た

の
で
、
外
か
ら
新
校
舎
の
３
階
に
昇
り
、
渡

り
廊
下
を
通
っ
て
２
号
館
に
移
動
す
る
と
い

う
新
し
い
動
線
が
生
ま
れ
、
教
室
の
移
動
が

ス
ム
ー
ズ
に
行
え
る
よ
う
に
な
り
ま
し
た
。

事
業
団
融
資
の
活
用

　
事
業
団
の
融
資
は
、
以
前
か
ら
利
用
し
て

い
た
こ
と
も
あ
り
、
今
回
の
新
校
舎
建
築
に

当
た
っ
て
も
活
用
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
し
た
。

　
他
の
金
融
機
関
は
、
長
期
で
も
固
定
金
利

は
10
年
ほ
ど
で
、
そ
れ
以
降
は
変
動
金
利
と

な
り
ま
す
。
し
か
し
、
事
業
団
は
低
金
利
か

つ
20
年
の
固
定
金
利
で
融
資
を
受
け
る
こ
と

が
で
き
た
の
で
、
そ
の
点
が
非
常
に
魅
力
的

で
し
た
。

新
校
舎
の
特
長

　
新
校
舎
は
、
地
球
環
境
に
配
慮
し
た
構
造

と
な
っ
て
い
ま
す
。
空
調
に
自
然
の
風
を
利

用
し
て
電
力
の
消
費
を
抑
え
る
た
め
、
廊
下

の
隅
に
ス
リ
ッ
ト
を
設
け
、
風
の
道
を
作
り

ま
し
た
。
窓
か
ら
入
っ
て
き
た
風
が
部
屋
か

ら
廊
下
に
流
れ
、
ス
リ
ッ
ト
か
ら
廊
下
の
天

井
裏
を
抜
け
る
よ
う
に
工
夫
を
し
て
い
ま

す
。
照
明
は
、
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
や
有
害
物
質

を
含
ま
な
い
な
ど
、
環
境
へ
の
負
荷
が
少
な

い
Ｌ
Ｅ
Ｄ
を
導
入
し
ま
し
た
。

　
ま
た
、
各
所
に
学
生
た
ち
が
集
う
ラ
ー
ニ

ン
グ
・
コ
モ
ン
ズ
と
し
て
活
用
し
て
い
る
場

所
を
設
け
て
い
る
点
も
特
長
の
一
つ
で
す
。

そ
こ
で
は
、
電
子
機
器
を
使
用
し
た
多
様
な

学
習
環
境
を
提
供
す
る
た
め
、
無
線
Ｌ
Ａ
Ｎ

の
同
時
使
用
が
可
能
と
な
っ
て
い
ま
す
。
今

ま
で
は
、
電
子
黒
板
の
利
用
や
Ｐ
Ｃ
貸
与
、

情
報
検
索
な
ど
の
Ｉ
Ｃ
Ｔ
環
境
を
利
用
で
き

る
学
生
は
限
ら
れ
て
い
た
の
で
、
全
学
生
に

対
応
で
き
る
よ
う
に
拡
充
し
ま
し
た
。
設
備

の
充
実
に
よ
り
学
生
の
学
習
意
欲
の
向
上
も

期
待
さ
れ
ま
す
。

新
校
舎
の
魅
力

　
新
校
舎
に
は
、
国
際
会
議
に
も
対
応
で
き

る
８
０
０
人
収
容
の
大
教
室
や
教
職
員
が
交

流
で
き
る
フ
ァ
カ
ル
テ
ィ
ク
ラ
ブ
、
緑
地
化

し
た
屋
上
テ
ラ
ス
な
ど
、
大
学
に
こ
れ
ま
で

な
か
っ
た
新
し
い
場
を
設
け
て
い
ま
す
。

　
そ
の
中
で
も
特
に
、
１
階
に
設
け
た
上
智

学
院
や
地
域
の
歴
史
文
化
を
発
信
す
る
展
示

ス
ペ
ー
ス
は
、
新
校
舎
の
魅
力
と
し
て
挙
げ

ら
れ
ま
す
。
展
示
ス
ペ
ー
ス
は
、
過
去
か
ら

現
在
、
そ
し
て
未
来
へ
と
続
く
展
示
順
に

な
っ
て
い
ま
す
。
こ
の
展
示
ス
ペ
ー
ス
を
実

際
に
歩
む
こ
と
で
、
学
院
内
部
の
人
の
み
な

ら
ず
、
外
部
の
方
々
に
も
上
智
学
院
の
建
学

の
精
神
を
体
感
し
て
も
ら
え
る
よ
う
に
工
夫

し
ま
し
た
。

　
新
た
な
大
教
室
や
人
々
の
交
流
の
場
な
ど

を
設
け
た
新
校
舎
で
は
、
今
後
、
さ
ま
ざ
ま

な
形
の
叡
智
が
生
ま
れ
る
と
思
い
ま
す
。
新

校
舎
は
、
歴
史
の
展
示
ス
ペ
ー
ス
な
ど
過
去

か
ら
の
叡
智
を
集
約
し
た
場
と
、
新
た
な
叡

智
が
生
ま
れ
る
場
と
い
う
二
つ
の
側
面
を
併

せ
持
つ
次
世
代
型
の
校
舎
で
す
。

取
材
後
記

　
取
材
当
日
、
偶
然
に
も
ソ
フ
ィ
ア
タ
ワ
ー

の
壁
面
に
、
校
章
と
上
智
大
学
を
英
字
で
表

し
た
Ｓ
Ｏ
Ｐ
Ｈ
Ｉ
Ａ
の
文
字
を
掲
げ
る
場
に

居
合
わ
す
こ
と
が
で
き
ま
し
た
。
そ
れ
は
今

ま
さ
に
上
智
大
学
の
新
し
い
歴
史
が
始
ま
ろ

う
と
し
て
い
る
瞬
間
で
あ
り
、
そ
の
場
に
立

ち
会
え
た
こ
と
に
感
銘
を
受
け
ま
し
た
。

　
現
在
、
四
ツ
谷
駅
前
で
は
大
規
模
な
再
開

発
が
行
わ
れ
て
い
ま
す
。
上
智
大
学
の
校
章

と
叡
智
の
文
字
を
冠
し
た
ソ
フ
ィ
ア
タ
ワ
ー

は
、
麹
町
大
通
り
（
新
宿
通
り
）
に
面
し
て

建
て
ら
れ
た
大
学
の
新
た
な
シ
ン
ボ
ル
と
し

て
、
ま
た
、
新
し
い
四
谷
の
街
並
み
を
先
導

す
る
建
物
と
し
て
多
く
の
人
々
に
親
し
ま
れ

る
こ
と
と
思
い
ま
す
。

　
ご
多
用
の
と
こ
ろ
対
応
し
て
く
だ
さ
っ
た

皆
様
に
は
、
大
変
感
謝
申
し
上
げ
ま
す
。

　
今
後
も
、
上
智
大
学
を
は
じ
め
と
す
る
上

智
学
院
が
さ
ら
に
発
展
さ
れ
る
こ
と
を
祈
念

い
た
し
ま
す
。

�

【
取
材
　
企
画
室
】

ソフィアタワーと２号館をつなぐ渡り廊下

ソフィアタワーに校章とSOPHIAを掲げる歴史的瞬間
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表１　帰属収支差額比率及びマイナス法人の割合（高等学校法人）

区　分 集　計
法人数

帰属収入計
（A）【百万円】

消費支出計
（B）【百万円】

帰属収支差額
（C=A－B）【百万円】

帰属収支
差額比率

（C/A）【％】

帰属収支差額比率がマイナス（０％未満）
（うち△20%未満）

法人数【法人】 割　合【％】 法人数【法人】 割　合【％】
23年度 650 776,999 726,453 50,546 6.5 255 39.2 35 5.4 

24 666 786,192 736,396 49,796 6.3 246 36.9 33 5.0 

25 677 791,602 751,947 39,655 5.0 268 39.6 39 5.8 

26 681 821,727 767,716 54,011 6.6 269 39.5 38 5.6 

27 684 840,035 781,639 58,396 7.0 281 41.1 42 6.1

※高等学校法人…高等学校を設置している学校法人で、大学・短期大学を設置している学校法人を除く

表２　事業活動収支差額比率及びマイナス学校の割合（高等学校）

区　分 集　計
学校数

事業活動収入計
（A）【百万円】

事業活動支出計
（B）【百万円】

基本金組入前
当年度収支差額

（C=A－B）【百万円】

事業活動収支
差額比率

（C/A）【％】

事業活動収支差額比率がマイナス（０％未満）
（うち△20%未満）

学校数【校】 割　合【％】 学校数【校】 割　合【％】
23年度 1,263 1,008,733 995,274 13,459 1.3 599 47.4 146 11.6 

24 1,266 1,017,333 989,881 27,452 2.7 546 43.1 109 8.6 

25 1,286 1,038,394 1,010,872 27,522 2.7 553 43.0 128 10.0 

26 1,288 1,084,830 1,029,410 55,420 5.1 521 40.5 117 9.1 

27 1,290 1,096,217 1,037,722 58,495 5.3 544 42.2 120 9.3

※高等学校…学校法人会計基準第13条及び第24条の規定による会計単位としての高等学校部門とする

　
私
学
事
業
団
で
は
、「
平
成
28
年
度
学
校

法
人
基
礎
調
査
」
を
基
に
27
年
度
決
算
デ
ー

タ
を
集
計
し
た
『
平
成
28
年
度
版
　
今
日
の

私
学
財
政
（
高
等
学
校
・
中
学
校
・
小
学
校

編
）』
の
Ｃ
Ｄ
－
Ｒ
Ｏ
Ｍ
を
作
成
し
、
ご
協
力

い
た
だ
い
た
学
校
法
人
に
送
付
し
ま
し
た
。

　
今
回
は
、
集
計
デ
ー
タ
に
基
づ
き
、
高
等

学
校
の
財
務
状
況
に
つ
い
て
分
析
し
ま
す
。

法
人
の
帰
属
収
支
差
額
比
率
（
表
１
）

学
校
の
事
業
活
動
収
支
差
額
比
率
（
表
２
）

　
帰
属
収
支
差
額
比
率
と
は
、
帰
属
収
入
か

ら
消
費
支
出
を
差
し
引
い
た
帰
属
収
支
差
額

の
帰
属
収
入
に
対
す
る
割
合
で
す
。
な
お
、

学
校
法
人
会
計
基
準
の
改
正
に
伴
い
、
表
２

の
学
校
部
門
で
は
同
様
の
比
率
を
表
す
事
業

活
動
収
支
差
額
比
率
を
掲
載
し
て
い
ま
す
。

　
こ
の
比
率
の
プ
ラ
ス
幅
が
大
き
く
な
る
ほ

ど
、
自
己
資
本
の
充
実
に
つ
な
が
り
、
反
対

に
、
マ
イ
ナ
ス
に
転
じ
た
場
合
は
、
当
年
度

の
収
支
が
赤
字
と
な
り
、
自
己
資
本
を
取
り

崩
す
こ
と
と
な
り
ま
す
。
こ
の
状
況
が
長
期

間
続
く
と
経
営
に
影
響
を
及
ぼ
す
可
能
性
が

あ
る
た
め
、
こ
の
比
率
は
学
校
法
人
の
収
支

状
況
を
端
的
に
表
し
た
も
の
と
い
え
ま
す
。

高
等
学
校
法
人

　
法
人
全
体
の
帰
属
収
支
差
額
比
率
は
、
26

年
度
の
６
・
６
％
か
ら
７
・
０
％
へ
上
昇
し

て
い
ま
す
。

　
次
に
同
比
率
が
マ
イ
ナ
ス
と
な
っ
て
い
る

法
人
数
は
、
６
８
４
法
人
の
う
ち
２
８
１
法

人
で
、
そ
の
割
合
は
41
・
１
％
と
な
り
、
26

年
度
の
39
・
５
％
か
ら
上
昇
し
て
い
ま
す
。

高
等
学
校

　
高
等
学
校
全
体
の
事
業
活
動
収
支
差
額
比

率
は
26
年
度
の
５
・
１
％
か
ら
５
・
３
％
に

上
昇
し
て
い
ま
す
。

　
次
に
同
比
率
が
マ
イ
ナ
ス
と
な
っ
て
い
る

学
校
数
は
、
１
２
９
０
校
の
う
ち
５
４
４
校

で
、
そ
の
割
合
は
42
・
２
％
と
な
り
、
26
年

度
の
40
・
５
％
か
ら
上
昇
し
て
い
ま
す
。

運
用
資
産
と
要
積
立
額
（
表
３
）

　
貸
借
対
照
表
に
基
づ
き
、
学
校
法
人
が
本

来
積
み
立
て
て
お
く
べ
き
減
価
償
却
累
計
額

な
ど
の
要
積
立
額
と
そ
れ
に
対
応
し
た
各
種

引
当
特
定
資
産
や
現
金
預
金
な
ど
の
運
用
資

産
の
保
有
状
況
を
分
析
し
ま
す
。

　
学
校
法
人
の
安
定
的
な
経
営
の
た
め
に

は
、
将
来
に
必
要
と
な
る
資
金
需
要
（
要
積

立
額
）
に
対
し
て
十
分
な
運
用
資
産
を
保
有

し
て
い
る
こ
と
が
望
ま
し
い
と
い
え
ま
す
。

平
成
27
年
度
決
算
集
計
か
ら
み
た

　
　
　
　
　　高
等
学
校
の
財
務
状
況

高
等
学
校
法
人

　
運
用
資
産
が
増
加
し
て
い
る
一
方
、
要
積

立
額
も
増
加
し
て
い
ま
す
。
要
積
立
額
が
増

加
し
た
主
な
要
因
は
、
施
設
の
老
朽
化
に
伴

う
減
価
償
却
累
計
額
の
増
加
を
受
け
た
も
の

で
あ
り
、
そ
の
結
果
、
26
年
度
に
比
べ
て
積

立
不
足
額
が
増
加
し
て
い
ま
す
。

　
最
後
に
な
り
ま
す
が
、
学
校
法
人
基
礎
調

査
に
ご
協
力
い
た
だ
い
た
学
校
法
人
の
皆
様

に
は
こ
の
場
を
お
借
り
し
て
厚
く
御
礼
申
し

上
げ
ま
す
。

表３　運用資産と要積立額（高等学校法人）

区　分 集　計
法人数

運用資産
（A）【億円】

要積立額
（B）【億円】

要積立額内訳【億円】 積立不足額
（C=B－A）

【億円】

積立率
（A／B）【％】減価償却

累計額
第２号
基本金

第３号
基本金

退職給与
引当金

23年度 650 10,315 13,939 12,285 803 333 518 3,624 74.0 
24 666 10,762 14,483 12,879 776 336 492 3,721 74.3 
25 677 10,849 15,116 13,489 814 325 488 4,267 71.8 
26 681 10,695 15,475 13,970 686 321 498 4,780 69.1 
27 684 10,948 16,611 15,144 637 319 511 5,662 65.9

※高等学校法人…高等学校を設置している学校法人で、大学・短期大学を設置している学校法人を除く
※運用資産…固定資産のうち有価証券と各種引当特定資産、流動資産のうち有価証券と現金預金である

問
い
合
わ
せ
先
（
私
学
振
興
事
業
本
部
）

私
学
経
営
情
報
セ
ン
タ
ー
　
私
学
情
報
室

☎
０
３（
３
２
３
０
）７
８
４
６
～
７
８
４
８

Ｅ
メ
ー
ル
　center@

shigaku.go.jp
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短
期
給
付
等
掛
金
率

短
期
給
付
分
掛
金
率

　
現
行
の
８
・
２
３
２
％
に
据
え
置
き
ま
す
。

介
護
分
掛
金
率

　
厚
生
労
働
省
か
ら
示
さ
れ
る
通
知
の
諸
係

数
を
基
に
介
護
納
付
金
を
算
定
し
た
結
果
、

前
年
度
よ
り
納
付
額
が
約
17
億
６
０
０
０
万

円
増
加
す
る
た
め
、
現
行
の
１
・
１
６
３
％

を
０
・
０
６
８
ポ
イ
ン
ト
引
き
上
げ
、
１
・

２
３
１
％
と
し
ま
す
。

※�

　
厚
生
労
働
省
か
ら
の
通
知
に
よ
り
、
介

護
費
用
を
公
平
に
負
担
す
る
観
点
か
ら
、

29
年
８
月
か
ら
被
用
者
保
険
ご
と
の
標
準

報
酬
総
額
に
応
じ
て
介
護
納
付
金
を
賦
課

す
る
総
報
酬
割
導
入
の
法
案
が
国
会
に
お

い
て
審
議
さ
れ
る
予
定
で
す
。

　�

　
総
報
酬
割
導
入
の
法
案
が
成
立
し
た
場

合
は
、
29
年
度
の
介
護
納
付
金
が
、
さ
ら

に
約
16
億
７
０
０
０
万
円
増
加
す
る
た

め
、
掛
金
率
を
８
月
か
ら
１
・
３
６
１
％

と
す
る
予
定
で
す
。

退
職
等
年
金
給
付
掛
金
率

　
現
行
の
１
・
50
％
に
据
え
置
き
ま
す
。

加
入
者
保
険
料
率（
軽
減
保
険
料
率
）

　
共
済
規
程
に
基
づ
き
、
29
年
４
月
か
ら
８

月
ま
で
は
13
・
９
１
１
％
、
29
年
９
月
か
ら

30
年
３
月
ま
で
は
、
０
・
３
５
４
ポ
イ
ン
ト

引
き
上
げ
14
・
２
６
５
％
と
し
ま
す
。

短
期
給
付
等
掛
金
率
の
う
ち
「
特

定
保
険
料
率
に
相
当
す
る
掛
金
率
」

　
29
年
度
分
特
定
保
険
料
率
に
相
当
す
る
掛

金
率
（
高
齢
者
支
援
金
等
に
充
て
る
た
め
の

掛
金
率
）
は
、
３
・
52
％
（
加
入
者
負
担
分

は
２
分
の
１
の
１
・
76
％
）
と
な
り
ま
す
。

　
こ
の
率
は
短
期
給
付
等
掛
金
率
の
内
訳
を

示
す
も
の
で
あ
り
、
新
た
な
負
担
が
生
じ
る

も
の
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

子
ど
も
・
子
育
て
拠
出
金
率

　
現
在
の
０
・
２
％
か
ら
０
・
23
％
へ
変
更

と
な
る
予
定
で
す
。

　
決
定
さ
れ
次
第
、
改
め
て
通
知
し
ま
す
。

　
詳
し
い
内
容
は
私
学
共
済
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

〔
き
ょ
う
さ
い
ト
ピ
ッ
ク
ス
〕
を
ご
覧
く
だ

さ
い
。

【平成29年度の掛金等の率】
①　40歳以上65歳未満の加入者� （　）内は改定前掛金等の率〔単位：％〕

区　　分
短期給付等掛金率 退職等年金

給付掛金率
加入者保険料率
＜軽減保険料率＞ 合　計

短期給付分 福祉事業分 介護分 計

甲　　　種
加 入 者 8.232 0.250 1.231

（1.163）
9.713
（9.645） 1.50 13.911〔８月まで〕

14.265〔９月から〕
25.124〔８月から〕
25.478〔９月まで〕
（25.056）

乙種加入者等�
（注） 8.232 0.195 1.231

（1.163）
9.658
（9.590） ― ― 9.658

（9.590）

丙 　 　 種
加 入 者 ― 0.195 ― 0.195 1.50 13.911〔８月まで〕

14.265〔９月から〕
15.606〔８月まで〕
15.960〔９月から〕

任 意 継 続
加 入 者 8.232 0.125 1.231

（1.163）
9.588
（9.520） ― ― 9.588

（9.520）

②　40歳未満の加入者及び65歳以上の加入者� 〔単位：％〕

区　　分
短期給付等掛金率 退職等年金

給付掛金率
加入者保険料率
＜軽減保険料率＞ 合　計

短期給付分 福祉事業分 介護分 計
甲 　 　 種
加 入 者 8.232 0.250 ― 8.482 1.50 13.911〔８月まで〕

14.265〔９月から〕
23.893〔８月まで〕
24.247〔９月から〕

乙種加入者等
（注） 8.232 0.195 ― 8.427 ― ― 8.427

丙 　 　 種
加 入 者 － 0.195 ― 0.195 1.50 13.911〔８月まで〕

14.265〔９月から〕
15.606〔８月まで〕
15.960〔９月から〕

任 意 継 続
加 入 者 8.232 0.125 ― 8.357 ― ― 8.357

（注）乙種加入者等…短期給付のみ適用者（乙種加入者、協定特例加入者、放送大学・法科大学院等への公務員派遣加入者）
※掛金等率の改定時期については、短期給付等掛金率は４月、加入者保険料率＜軽減保険料率＞は９月となります。
※�都道府県からの補助金がある場合は、毎月の報酬（給与）にかかる加入者保険料のみ補助されます。賞与等にかかる加入者保険
料には補助されません。

　
平
成
29
年
度
の
掛
金
等
の
率
は
、
29
年
１
月
23
日
開
催
の
共
済
運
営
委
員
会
に
お
い
て
了
承

さ
れ
、
下
表
の
と
お
り
と
な
り
ま
し
た
の
で
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

平
成
29
年
度
の
掛
金
等
の
率

企
画
室
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　概
算
仕
分
け

　
被
用
者
年
金
制
度
の
一
元
化
が
施
行
さ
れ

た
平
成
27
年
10
月
１
日
に
お
け
る
、
長
期
給

付
積
立
金
の
概
算
仕
分
け
は
次
の
と
お
り
で

し
た
（
図
１
参
照
）。

　
○
概
算
政
府
積
立
比
率
※
①

　
　
　
４
・
９
年
分

　
○
厚
生
年
金
保
険
給
付
積
立
金

　
　
　
２
兆
７
１
９
億
円

　
○
経
過
的
長
期
給
付
積
立
金

　
　
　
２
兆
１
３
９
億
円

　
た
だ
し
、
概
算
政
府
積
立
比
率
と
私
学
共

済
に
お
け
る
27
年
度
の
１
、
２
階
支
出
額

（
※
②
）
が
、
い
ず
れ
も
見
込
み
で
あ
っ
た

こ
と
か
ら
、
28
年
中
に
確
定
仕
分
け
に
伴
う

精
算
を
行
う
こ
と
と
さ
れ
て
い
ま
し
た
。

　確
定
仕
分
け

　
28
年
11
月
に
、
政
府
積
立
比
率
等
が
確
定

し
た
こ
と
を
受
け
て
、
次
の
と
お
り
確
定
仕

分
け
が
行
わ
れ
ま
し
た
（
図
２
参
照
）。

　
○
確
定
政
府
積
立
比
率
※
①

　
　
　
５
・
15
年
分

　
○
精
算
日

　
　
　
28
年
12
月
１
日

　
○
精
算
額

　
　
　
厚
生
年
金
経
理

　
　
　
　
⇩
１
３
６
５
億
円

　
　
　
職
域
年
金
経
理

　
○
精
算
額
に
対
す
る
利
子
相
当
額

　
　
　
６
億
円
（
年
率
０
・
４
％
複
利
）

　
○
厚
生
年
金
保
険
給
付
積
立
金

　
　
　
１
兆
９
５
５
６
億
円

　
○
経
過
的
長
期
給
付
積
立
金

　
　
　
２
兆
１
４
３
９
億
円

　
政
府
積
立
比
率
が
上
昇
し
た
に
も
か
か
わ

ら
ず
厚
生
年
金
経
理
か
ら
職
域
年
金
経
理
へ

の
精
算
と
な
っ
た
の
は
、
27
年
度
の
１
、
２

階
支
出
額
に
お
い
て
、
決
算
額
が
予
算
額
を

下
回
っ
た
こ
と
が
要
因
で
す
。

　
な
お
、
こ
の
精
算
に
よ
り
経
過
的
長
期
給

付
積
立
金
が
増
加
し
た
こ
と
は
、
旧
職
域
年

金
給
付
と
厚
生
年
金
の
保
険
料
の
軽
減
を
実

施
す
る
う
え
で
、
プ
ラ
ス
材
料
と
な
る
も
の

で
す
。

　精
算
後
の
積
立
金
の
状
況

　
精
算
を
実
施
し
た
28
年
12
月
１
日
は
、
概

算
仕
分
け
を
行
っ
た
27
年
10
月
１
日
か
ら
１

年
２
か
月
後
で
あ
っ
た
こ
と
か
ら
、
こ
の
間

の
市
場
環
境
に
よ
り
、
運
用
収
益
は
プ
ラ
ス

で
し
た
。
こ
の
影
響
を
調
整
す
る
意
味
で
、

精
算
額
に
は
国
債
の
利
率
を
基
準
に
し
た
利

子
相
当
額
が
加
え
ら
れ
て
い
ま
す
。

　
ま
た
、
実
際
の
精
算
は
、
コ
ス
ト
を
抑
制

す
る
観
点
か
ら
、
原
則
的
に
は
時
価
を
基
準

に
し
た
基
本
ポ
ー
ト
フ
ォ
リ
オ
（
※
③
）
の

割
合
に
よ
る
有
価
証
券
の
現
物
移
管
で
行
い

ま
し
た
。

　
な
お
、
精
算
後
の
積
立
金
の
状
況
は
、
３

月
上
旬
に
私
学
共
済
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
〔
私
学

共
済
事
業
の
ご
案
内
▼
年
金
資
産
の
運
用
〕

で
公
表
予
定
の
第
３
四
半
期
運
用
状
況
を
ご

参
照
く
だ
さ
い
。

　
※
①
　
政
府
積
立
比
率

　
　�

26
年
度
末
の
厚
生
年
金
の
積
立
金
額

が
、
27
年
度
の
厚
生
年
金
保
険
事
業
費

等
の
何
年
分
に
相
当
し
て
い
る
の
か
を

比
率
で
表
し
た
も
の
で
す
。

　
※
②
　
１
、
２
階
支
出
額

　
　�

基
礎
年
金
に
か
か
る
支
出
と
厚
生
年
金

（
旧
共
済
年
金
）
の
給
付
及
び
事
務
費

の
こ
と
で
す
。

　
※
③
　
基
本
ポ
ー
ト
フ
ォ
リ
オ

　
　�
積
立
金
に
か
か
る
管
理
運
用
の
方
針
で

定
め
た
、
運
用
の
目
標
（
長
期
的
に
積

立
金
の
実
質
的
な
運
用
利
回
り
を
最
低

限
の
リ
ス
ク
で
確
保
す
る
こ
と
）
を
達

成
す
る
た
め
に
、
中
長
期
的
な
観
点
で

策
定
し
た
資
産
配
分
割
合
の
こ
と
で
す

（
表
１
参
照
）。

被
用
者
年
金
制
度
の
一
元
化
に
伴
う

　年
金
積
立
金
の
確
定
仕
分
け

資
産
運
用
部

図２　確定仕分け 図１　概算仕分け

積立金の確定仕分けと精算のイメージ

＊平成28年11月末の時価を基準にしています。

厚
生
年
金
勘
定

経過的長期給付積立金

2兆1,439億円

厚生年金保険給付積立金

1兆9,556億円

＊平成27年9月末の時価を基準にしています。

厚
生
年
金
勘
定

2兆139億円

厚

生

年

金

経

理

厚生年金保険給付積立金

職

域

年

金

経

理

経過的長期給付積立金

2兆719億円

厚
生
年
金
経
理

職

域

年

金

経

理

表１ 基本ポートフォリオ

資産区分 資産配分割合

国内債券 35%

国内株式 25%

外国債券 15%

外国株式 25%

計 100%
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平
成
28
年
10
月
に
実
施
さ
れ
た
適
用
拡
大

の
措
置
は
５
０
１
人
以
上
の
学
校
法
人
等

（
特
定
学
校
法
人
等
）
が
対
象
と
さ
れ
て
い

ま
し
た
が
、
29
年
４
月
よ
り
、
５
０
１
人
未

満
の
学
校
法
人
等
も
、
労
使
の
同
意
を
条
件

に
、
申
し
出
に
よ
り
学
校
法
人
等
を
単
位
と

し
て
短
時
間
労
働
者
の
適
用
拡
大
が
可
能
に

な
り
ま
す
。

　
労
使
の
同
意
と
は
、
次
の
と
お
り
で
す
。

⑴�

　
当
該
学
校
法
人
等
に
使
用
さ
れ
る
加
入

者
、
乙
３
・
丙
３
・
丙
６
特
定
教
職
員
等

及
び
同
意
が
あ
れ
ば
適
用
拡
大
の
対
象
と

な
り
え
る
短
時
間
労
働
者
（
以
下
「
同
意

対
象
者
」
と
い
い
ま
す
）
の
過
半
数
で
組

織
す
る
労
働
組
合
が
あ
る
と
き
は
、
当
該

労
働
組
合
の
同
意

⑵�

　
⑴
の
労
働
組
合
が
な
い
と
き
は
、
①
又

は
②
に
掲
げ
る
同
意

　
①�

　
当
該
学
校
法
人
等
に
使
用
さ
れ
る
同

意
対
象
者
の
過
半
数
を
代
表
す
る
者
の

同
意

　
②�

　
当
該
学
校
法
人
等
に
使
用
さ
れ
る
同

意
対
象
者
の
２
分
の
１
以
上
の
同
意

　
こ
の
申
し
出
が
あ
っ
た
場
合
は
、
申
し
出

を
私
学
事
業
団
が
受
理
し
た
日
か
ら
加
入
者

資
格
を
得
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

※�
　
手
続
き
に
つ
い
て
は
、
本
事
業
団
に
お

問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

　�

　
私
学
共
済
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
掲
載
予
定

で
す
。

の
書
類
を
添
付
又
は
提
示
す
る
必
要
が
あ
り

ま
す
。
①
の
書
類
が
な
い
場
合
は
②
、
③
、

④
の
優
先
順
位
で
ご
用
意
く
だ
さ
い
。

①�

イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
予
防
接
種
又
は
定
期
予

防
接
種
の
領
収
書
又
は
予
防
接
種
済
証

②�

市
区
町
村
の
が
ん
検
診
の
領
収
書
又
は
結

果
通
知
表

③�

職
場
で
受
け
た
定
期
健
康
診
断
の
結
果
通

知
表

④�

特
定
健
康
診
査
の
結
果
通
知
表

　
①
～
④
い
ず
れ
の
場
合
で
も
、
氏
名
、
受

診
日
、
そ
の
健
診
等
を
実
施
し
た
医
療
機
関

名
（
医
師
の
氏
名
）、
事
業
者
名
も
し
く
は

保
険
者
名
等
の
記
載
が
必
要
で
す
。

　
ま
た
、
③
に
つ
い
て
は
結
果
通
知
表
に

「
定
期
健
康
診
断
」「
勤
務
先
名
称
」
の
記
載

が
必
要
で
す
。
記
載
が
な
い
場
合
は
学
校
で

証
明
し
て
く
だ
さ
い
。

　
④
に
つ
い
て
は
、
健
康
情
報
冊
子
「
Ｑ
Ｕ

Ｐ
ｉ
Ｏ
（
ク
ピ
オ
）」の
提
示
で
も
可
能
で
す
。

　
①
～
④
の
書
類
が
い
ず
れ
も
用
意
で
き

ず
、
私
学
共
済
の
人
間
ド
ッ
ク
利
用
費
用
補

助
や
郵
送
検
診
を
受
け
て
い
る
と
い
う
場
合

に
は
私
学
事
業
団
が「
一
定
の
取
組
」を
行
っ

た
と
証
明
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

定
期
健
診
の
結
果
の
保
管
を
�

　
今
回
対
象
と
な
る
医
療
費
控
除
は
29
年
分

の
確
定
申
告
か
ら
の
適
用
と
な
り
ま
す
の
で
、

ま
ず
は
、
学
校
で
実
施
す
る
定
期
健
康
診
断

の
結
果
通
知
表
や
今
年
の
健
診
の
結
果
に
よ

る
「
Ｑ
Ｕ
Ｐ
ｉ
Ｏ
（
ク
ピ
オ
）」、
今
年
の
イ

ン
フ
ル
エ
ン
ザ
予
防
接
種
の
領
収
証
等
を
大

切
に
保
管
す
る
よ
う
に
し
て
く
だ
さ
い
。

　
所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の

改
正
に
よ
り
、「
特
定
一
般
用
医
薬
品
等
購

入
費
を
支
払
っ
た
場
合
の
医
療
費
控
除
の
特

例
」（
ス
イ
ッ
チ
Ｏ
Ｔ
Ｃ
薬
控
除
）
が
設
け

ら
れ
ま
し
た
。

　
要
指
導
医
薬
品
及
び
一
般
用
医
薬
品
の
う

ち
医
療
用
か
ら
転
用
さ
れ
た
医
薬
品
（
ス

イ
ッ
チ
Ｏ
Ｔ
Ｃ
医
薬
品
）
の
平
成
29
年
１
月

１
日
か
ら
33
年
12
月
31
日
ま
で
の
購
入
費
用

に
つ
い
て
、
新
た
な
所
得
控
除
（
セ
ル
フ
メ

デ
ィ
ケ
ー
シ
ョ
ン
税
制
）
の
適
用
を
受
け
る

こ
と
が
で
き
ま
す
。

　
該
当
年
に
薬
局
等
で
購
入
し
た
ス
イ
ッ
チ

Ｏ
Ｔ
Ｃ
医
薬
品
が
１
万
２
０
０
０
円
を
超
え

る
場
合
に
は
、
そ
の
超
え
る
部
分
の
金
額
に

つ
い
て
（
そ
の
金
額
が
８
万
８
０
０
０
円
を

超
え
る
場
合
に
は
８
万
８
０
０
０
円
）、
所

得
か
ら
控
除
さ
れ
る
特
例
で
す
。
な
お
、
従

来
の
医
療
費
控
除
と
の
併
用
は
で
き
ま
せ

ん
。
詳
し
い
内
容
は
、
厚
生
労
働
省
ホ
ー

ム
ペ
ー
ジ
で
ご
確
認
く
だ
さ
い
（http://

w
w
w
.m
hlw
.go.jp/

〔
セ
ル
フ
メ
デ
ィ
ケ
ー

シ
ョ
ン
税
制
〕
で
検
索
）。

　
こ
の
特
例
を
受
け
る
た
め
に
は
、
個
人
が

そ
の
年
中
に
「
健
康
の
保
持
増
進
及
び
疾
病

の
予
防
へ
の
取
組
（
一
定
の
取
組
）
を
行
っ

て
い
る
」
こ
と
が
必
要
で
す
。
確
定
申
告
書

の
提
出
の
際
に
、
当
該
取
り
組
み
を
行
っ
た

こ
と
を
明
ら
か
に
す
る
次
の
い
ず
れ
か
一
つ

ス
イ
ッ
チ
Ｏ
Ｔ
Ｃ
薬
控
除

（
セ
ル
フ
メ
デ
ィ
ケ
ー
シ
ョ
ン
税
制
・
医
療

費
控
除
の
特
例
）

福
祉
部
保
健
課

実際の労働時間等が所定労働時間等を
恒常的に超えているときの加入者資格
の要件
①通常の加入者としての要件
　雇用契約書等で定められた所定労働時間又は所定
労働日数が４分の３基準を満たさない者について、
業務の都合等により恒常的に実際の労働時間及び労
働日数が４分の３以上となっている場合
　�実際の労働時間及び労働日数が連続する２か月に
おいて４分の３以上となった場合で、引き続き同
様の状態が続いている又は続くことが見込まれる
ときは、４分の３以上となった月の３か月目の初
日に４分の３基準を満たしたものとします。
②短時間労働加入者としての要件
　就業規則や雇用契約書等で定められた所定労働時
間が週20時間未満である者について、業務の都合等
により恒常的に実際の労働時間が週20時間以上と
なっている場合
　�実際の労働時間が連続する２か月において週20時
間以上となり、引き続き同様の状態が続いている
又は続くことが見込まれるときは、実際の労働時
間が週20時間以上となった月の３か月目の初日に
週20時間以上の基準を満たしたものとします。

短
時
間
労
働
者
の

�

適
用
拡
大
の
促
進

業
務
部
　

資
格
課
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加
入
者
の
資
格
取
得�

資
格
課

　
教
職
員
を
採
用
し
た
と
き
は
、
採
用
の
日

か
ら
10
日
以
内
に
資
格
取
得
の
報
告
を
し
て

く
だ
さ
い
。
採
用
し
た
教
職
員
が
後
期
高
齢

者
医
療
制
度
の
被
保
険
者
で
あ
っ
て
も
資
格

取
得
の
報
告
は
必
要
で
す
。

　
な
お
、
４
月
１
日
採
用
予
定
者
は
、
ぜ
ひ

事
前
受
付
を
ご
利
用
く
だ
さ
い
（
手
続
き
方

法
は
本
誌
２
月
号
10
頁
を
参
照
）。

◆
提
出
す
る
書
類

⑴
資
格
取
得
報
告
書

①
新
規
資
格
取
得

　�

初
め
て
私
立
学
校
の
教
職
員
と
し
て
採
用

さ
れ
た
人

②
継
続
資
格
取
得

　�

前
任
校
を
退
職
し
た
日
又
は
そ
の
翌
日
に

後
任
校
で
教
職
員
と
し
て
採
用
さ
れ
た
人

③
再
資
格
取
得

　�

過
去
に
私
学
共
済
制
度
の
加
入
者
で
あ
っ

た
人
で
、
中
断
期
間
を
経
て
再
び
教
職
員

と
し
て
採
用
さ
れ
た
人
や
、
私
学
共
済
制

度
の
任
意
継
続
加
入
者
で
私
立
学
校
の
教

職
員
と
し
て
採
用
さ
れ
た
人

※�

同
一
法
人
で
複
数
の
学
校
を
有
す
る
場
合

は
、
必
ず
所
属
し
て
い
る
（
実
際
に
勤
務

し
て
い
る
）
学
校
で
「
資
格
取
得
報
告
書
」

を
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

⑵
所
属
学
校
等
変
更
報
告
書

　
複
数
の
学
校
を
有
す
る
同
一
法
人
内
で
別

の
学
校
に
異
動
（
勤
務
先
の
学
校
が
変
更
）

に
な
っ
た
人

※�

必
ず
後
任
の
学
校
か
ら
「
所
属
学
校
等
変

更
報
告
書
」
を
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

◆
記
入
上
の
注
意

⑴
氏
名
欄
に
外
国
人
氏
名
を
記
入
す
る
と
き

・�
フ
リ
ガ
ナ
欄
・
漢
字
欄
→
16
文
字
以
内
と

し
、
氏
と
名
の
区
切
り
に
１
か
所
ス
ペ
ー

ス
を
入
れ
ま
す
（
ミ
ド
ル
ネ
ー
ム
等
が
あ

る
場
合
で
も
区
切
り
は
１
か
所
）。

・�

フ
リ
ガ
ナ
欄
→
カ
タ
カ
ナ
で
、
濁
点
や
半

濁
点
も
一
字
で
記
入
し
ま
す
。
ア
ル
フ
ァ

ベ
ッ
ト
や
拗
音
は
登
録
で
き
ま
せ
ん
。

・�

漢
字
欄
→
ア
ル
フ
ァ
ベ
ッ
ト
を
使
用
す
る

場
合
は
、
大
文
字
の
み
と
な
り
ま
す
（
カ

タ
カ
ナ
や
漢
字
も
可
）。

⑵
基
礎
年
金
番
号
の
記
入

　
基
礎
年
金
番
号
は
年
金
手
帳
や
基
礎
年
金

番
号
通
知
書
等
か
ら
正
確
に
転
記
し
、
確
認

し
た
書
類
の
写
し
を
添
付
し
て
く
だ
さ
い
。

基
礎
年
金
番
号
が
わ
か
ら
な
い
と
き
は
、
お

近
く
の
年
金
事
務
所
に
お
問
い
合
わ
せ
く
だ

さ
い
。

　
な
お
、
20
歳
未
満
の
人
や
来
日
直
後
の
外

国
人
で
基
礎
年
金
番
号
を
持
っ
て
い
な
い
と

き
は
、
基
礎
年
金
番
号
欄
の
「
２
．
無
」
を

○
で
囲
み
、
理
由
も
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

　
基
礎
年
金
番
号
に
よ
り
過
去
の
私
学
共
済

制
度
の
加
入
経
歴
が
判
明
し
た
場
合
は
、
申

請
の
取
得
区
分
と
異
な
る
取
得
区
分
に
読
み

替
え
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。
必
ず
確
認
通
知

書
等
で
内
容
を
確
認
し
て
く
だ
さ
い
。

⑶
マ
イ
ナ
ン
バ
ー

　
学
校
法
人
等
で
本
人
確
認
（
加
入
者
の
マ

イ
ナ
ン
バ
ー
の
確
認
と
身
元（
実
在
）の
確
認
）

を
し
て
く
だ
さ
い
。
確
認
方
法
は
私
学
共
済

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
紹
介
し
て
い
ま
す
。
な
お
、

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
に
か
か
る
確
認
書
類
は
提
出

不
要
で
す
の
で
、
添
付
し
な
い
で
く
だ
さ
い
。

⑷
住
所
欄

　「
・
」「
＆
」
等
の
記
号
や
「
Ⅰ
」「
Ⅱ
」
等

の
ロ
ー
マ
数
字
は
使
用
で
き
ま
せ
ん
。
フ
リ

ガ
ナ
も
忘
れ
ず
に
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

◆�

任
意
継
続
加
入
者
が
再
び
私
学
に
就
職
し

て
加
入
者
に
な
る
と
き

　
学
校
法
人
等
は
、
加
入
者
が
「
任
意
継
続

加
入
者
資
格
喪
失
申
出
書
」
を
提
出
し
た
こ

と
を
確
認
し
た
う
え
で
、「
資
格
取
得
報
告

書
」
の
余
白
に
「
任
継
喪
失
申
出
書
提
出
済
」

と
朱
書
き
し
、
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

被
扶
養
者
の
認
定�

資
格
課

　「
被
扶
養
者
認
定
申
請
書
」
と
添
付
書
類

を
、
必
ず
資
格
取
得
日
か
ら
30
日
以
内
に
提

出
し
て
く
だ
さ
い
。
30　
日
を
過
ぎ
て
申
請
し

た
場
合
は
、
そ
の
申
請
を
私
学
事
業
団
で
受

理
し
た
日
（
消
印
な
ど
で
発
信
日
が
確
認
で

き
る
場
合
は
そ
の
日
）
が
被
扶
養
者
の
認
定

日
と
な
り
ま
す
の
で
注
意
し
て
く
だ
さ
い
。

　
や
む
を
得
な
い
事
情
で
、
期
日
ま
で
に
添

付
書
類
が
整
わ
な
い
と
き
に
は
、「
被
扶
養

者
認
定
申
請
書
」
に
添
付
書
類
が
整
わ
な
い

理
由
書
を
添
え
て
30
日
内
に
送
付
し
て
く
だ

さ
い
。
申
請
書
を
受
け
付
け
後
、
書
類
不
備

で
返
送
し
ま
す
の
で
、
添
付
書
類
が
整
い
次

第
、
一
括
し
て
再
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。
そ

の
場
合
は
、
期
限
内
に
申
請
が
あ
っ
た
も
の

と
み
な
し
ま
す
。
な
お
、
処
理
の
遅
れ
や
誤

り
に
つ
な
が
り
ま
す
の
で
、
添
付
書
類
の
み

を
別
送
す
る
こ
と
は
、
絶
対
に
し
な
い
で
く

だ
さ
い
。

　
継
続
資
格
取
得
や
所
属
学
校
変
更
の
場
合

は
、
被
扶
養
者
に
変
更
が
な
け
れ
ば
継
続
し

て
認
定
さ
れ
ま
す
の
で
申
請
は
不
要
で
す
。

　
た
だ
し
、
再
資
格
取
得
（
任
意
継
続
加
入

者
か
ら
の
再
資
格
取
得
を
含
む
）
の
場
合
は

申
請
が
必
要
で
す
。

※�

加
入
者
番
号
が
ま
だ
決
定
さ
れ
て
い
な
い

場
合
、「
被
扶
養
者
認
定
申
請
書
」
の
加

入
者
番
号
欄
に
つ
い
て
は
、
学
校
記
号
番

号
を
必
ず
ご
記
入
く
だ
さ
い
。

◆
被
扶
養
者
認
定
申
請
書
の
添
付
書
類

⑴
新
規
資
格
取
得
や
再
資
格
取
得
の
場
合

　
加
入
者
と
の
続
柄
を
確
認
す
る
書
類
（
戸

籍
謄
本
等
）や
収
入
を
確
認
す
る
書
類
な
ど
、

扶
養
の
事
実
を
確
認
す
る
書
類
を
添
付
し
て

く
だ
さ
い
。

　
被
扶
養
者
の
年
齢
や
続
柄
、
収
入
の
有

無
や
種
類
等
に
よ
り
、
認
定
に
必
要
な
添
付

書
類
が
異
な
る
た
め
、
詳
細
に
つ
い
て
は
、

＊「
事
務
の
手
引
」
の
被
扶
養
者
の
章
や
私
学

共
済
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
参
照
し
て
く
だ
さ
い
。

採
用
時
の
手
続
き
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13

共
済
業
務

＊本文記載の「事務の手引」は、平成28年版を参照してください。

⑵�

任
意
継
続
加
入
者
が
再
資
格
取
得
し
、
任

意
継
続
期
間
に
認
定
さ
れ
て
い
た
被
扶
養

者
を
引
き
続
き
申
請
す
る
場
合

　「
被
扶
養
者
認
定
申
請
書
」
の
余
白
に
任

意
継
続
加
入
者
で
あ
っ
た
と
き
の
加
入
者
番

号
と
「
任
意
継
続
か
ら
の
再
取
得
」
と
朱
書

き
す
る
こ
と
で
添
付
書
類
を
省
略
で
き
ま
す
。

⑶�

他
の
健
康
保
険
制
度
（
国
民
健
康
保
険
を

除
き
ま
す
）
か
ら
引
き
続
き
資
格
取
得
す

る
場
合

①�

配
偶
者
と
子
の
認
定
申
請
に
限
り
、
前
の

健
康
保
険
制
度
で
認
定
さ
れ
て
い
た
場
合

は
、
続
柄
や
収
入
確
認
の
た
め
の
添
付
書

類
を
健
康
保
険
証
等
の
写
し
又
は
資
格
証

明
書
（
続
柄
、
生
年
月
日
が
確
認
で
き
る

も
の
）
に
代
え
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

②�

子
の
み
を
認
定
申
請
す
る
場
合
で
、
学
校

法
人
等
か
ら
扶
養
手
当
が
支
給
さ
れ
な
い

と
き
は
、
①
の
ほ
か
に
加
入
者
と
配
偶
者

の
収
入
を
比
較
す
る
書
類
が
必
要
で
す
。

具
体
的
に
は
、
加
入
者
の
年
収
見
込
証
明

書
（
被
扶
養
者
認
定
申
請
書
の
「
加
入
者

年
間
所
得
推
計
額
」
欄
へ
の
記
入
）
と
、

配
偶
者
の
年
収
見
込
証
明
書
又
は
前
年
の

源
泉
徴
収
票
の
写
し
を
添
付
し
て
く
だ
さ

い
。
な
お
、
死
亡
・
離
婚
等
に
よ
り
配
偶

者
が
い
な
い
場
合
に
は
、
加
入
者
及
び
子

の
戸
籍
謄
本
が
必
要
で
す
。

◆
国
民
年
金
第
３
号
被
保
険
者
の
届
け
出

　
65
歳
未
満
の
加
入
者
が
20
歳
以
上
60
歳
未

満
の
配
偶
者
を
被
扶
養
者
と
し
て
認
定
申
請

す
る
場
合
は
、
国
民
年
金
第
３
号
被
保
険
者

の
届
け
出
を
同
時
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

加
入
者
証
が
届
く
前
に

保
険
診
療
を
受
け
る
と
き

資
格
課
・
短
期
給
付
課

⑴�

加
入
者
番
号
が
決
定
し
て
い
る
場
合
又
は

被
扶
養
者
の
認
定
が
確
定
し
て
い
る
場
合

　
本
事
業
団
が
了
承
し
た
と
き
に
限
り
、
学

校
法
人
等
の
代
表
者
が
加
入
者
に
「
療
養
資

格
証
明
書
」（
＊「
事
務
の
手
引
」51
～
53
頁
・

私
学
共
済
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
参
照
）
を
交
付

す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
た
だ
し
、
加
入
者

番
号
が
決
定
す
る
前
や
被
扶
養
者
認
定
が
確

定
す
る
前
に
交
付
す
る
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
。

む
や
み
に
発
行
し
て
不
正
受
診
を
誘
発
す
る

こ
と
の
な
い
よ
う
に
注
意
し
て
く
だ
さ
い
。

⑵
加
入
者
番
号
等
が
未
決
定
の
場
合

　
医
療
機
関
の
窓
口
で
、
一
旦
医
療
費
の
全
額

を
自
己
負
担
し
ま
す
が
、
加
入
者
番
号
等
が

決
定
し
た
後
、
一
部
負
担
金
（
原
則
３
割
）
以

外
の
保
険
診
療
分
は
、
療
養
費
・
家
族
療
養
費

と
し
て
請
求
で
き
ま
す
。「
療
養
費
・
家
族
療

養
費
等
請
求
書
」
に
医
療
機
関
の
証
明
を
受

け
た
「
診
療
報
酬
領
収
済
証
明
書
」（
注
）
を

添
付
し
て
本
事
業
団
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

（�

注
）「
領
収
書
」（
原
本
）
と
「
診
療
報
酬

明
細
書
」（
レ
セ
プ
ト
）
の
写
し
で
も
可

継
続
資
格
取
得
者
の
福
祉
事
業

�

保
健
課
・
貸
付
課

◆
積
立
貯
金

　
積
立
貯
金
に
加
入
し
て
い
る
人
が
継
続
資

格
取
得
し
た
と
き
は
、
積
立
貯
金
は
一
時
留

保
の
取
り
扱
い
と
な
り
ま
す
。
新
た
な
加
入

者
番
号
が
決
ま
り
次
第
「
積
立
復
活
届
書
」

を
提
出
す
る
こ
と
に
よ
り
、
積
み
立
て
を
再

開
で
き
ま
す
。（
詳
細
は
、＊「
事
務
の
手
引
」

７
７
６
～
７
７
９
頁
を
参
照
）

◆
積
立
共
済
年
金
・
共
済
定
期
保
険

　
積
立
共
済
年
金
又
は
共
済
定
期
保
険
に
加

入
し
て
い
る
人
が
継
続
資
格
取
得
し
た
と
き

は
、
自
動
的
に
継
続
加
入
と
な
り
ま
す
（
手

続
き
不
要
）。
な
お
、
継
続
資
格
取
得
時
に

住
所
及
び
振
替
口
座
の
変
更
を
す
る
場
合
、

積
立
共
済
年
金
加
入
者
は
「
積
立
共
済
年
金

振
替
口
座
・
住
所
変
更
依
頼
書
」
を
、
共
済

定
期
保
険
加
入
者
は
「
共
済
定
期
保
険
事
業

振
替
口
座
・
住
所
・
電
話
番
号
変
更
申
出

書
」
を
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

◆
貸
付
け

⑴
一
般･

教
育･

結
婚･

災
害･

医
療
貸
付

　
住
宅
貸
付
以
外
の
貸
付
け
を
利
用
し
て
い

る
人
が
継
続
資
格
取
得
し
た
場
合
、
後
任
校

を
通
し
て
「
異
動
報
告
書
」
を
提
出
す
る
と
、

引
き
続
き
定
期
償
還
で
き
ま
す
。

⑵
住
宅
貸
付

　
住
宅
貸
付
を
利
用
し
て
い
る
人
に
前
任
校

か
ら
退
職
手
当
等
が
支
給
さ
れ
る
場
合
は
、

継
続
資
格
取
得
を
し
て
も
、
即
時
償
還
し
な

け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
な
お
、
前
任
校
の
退

職
手
当
等
で
全
額
償
還
で
き
な
い
な
ど
の
場

合
、
次
の
と
お
り
手
続
き
を
し
て
く
だ
さ
い
。

①
前
任
校
の
手
続
き

イ�

　
退
職
手
当
の
額
が
即
時
償
還
額
よ
り
も

少
な
い
と
き
は
、
退
職
手
当
等
の
支
給
額

を
明
記
し
た「
退
職
手
当
支
給
証
明
書
」（
書

式
は
任
意
、
私
学
共
済
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
〔
様

式
用
紙
等
の
ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド
〕
か
ら
ダ
ウ

ン
ロ
ー
ド
で
き
ま
す
）
を
提
出
し
て
く
だ

さ
い
。
本
事
業
団
か
ら
支
給
額
に
応
じ
た

即
時
償
還
額
の
通
知
等
を
送
付
し
ま
す
の

で
、
退
職
手
当
等
か
ら
償
還
額
を
控
除
し

て
学
校
法
人
等
が
払
い
込
ん
で
く
だ
さ
い
。

ロ�

　
前
任
校
と
後
任
校
が
同
一
県
内
の
退
職

金
財
団
に
加
盟
し
て
い
る
た
め
、
退
職
手

当
等
が
引
き
継
が
れ
る
と
き
は
本
事
業
団

に
ご
相
談
く
だ
さ
い
。

ハ�

　
そ
の
他
の
事
情
で
退
職
手
当
等
が
支
給

さ
れ
な
い
と
き
は
、「
退
職
手
当
不
支
給

理
由
書
」（
書
式
は
任
意
）
を
提
出
し
て

く
だ
さ
い
。

②
後
任
校
の
手
続
き

　
次
の
書
類
を
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

・「
異
動
報
告
書
」

・「
退
職
手
当
引
当
承
諾
書
」

・�「
団
体
信
用
生
命
保
険
申
込
書
兼
告
知
書

（
だ
ん
し
ん
告
知
書
）」（
団
体
信
用
生
命

保
険
に
継
続
し
て
適
用
を
希
望
す
る
場
合
）

　
異
動
報
告
が
到
着
後
、
即
時
償
還
を
取
り

消
し
て
定
期
償
還
を
継
続
し
た
旨
を
通
知
し

ま
す
。
事
前
受
付
の
場
合
は
、
前
任
校
で
定

期
償
還
し
て
い
な
い
月
分
の
「
払
込
取
扱

票
」
を
個
別
に
作
成
し
送
付
し
ま
す
の
で
、

借
受
人
か
ら
償
還
額
を
預
か
り
、
後
任
校
が

払
い
込
ん
で
く
だ
さ
い
。

　
な
お
、
借
受
人
に
、
即
時
償
還
が
取
り
消

し
に
な
っ
た
旨
を
前
任
校
に
連
絡
す
る
よ

う
、
説
明
し
て
く
だ
さ
い
。

　（
詳
細
は
＊「
事
務
の
手
引
」
９
４
２
～

９
４
３
頁
を
参
照
）
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共済事業本部
〒113 - 8441　東京都文京区湯島1-7-5
☎03（3813）5321（代表）
電話照会の際は、学校記号番号、加入者番号が
確認できるものをお手元にご用意ください

共済業務

３日（月） 貸付  送金
６日（木） 貸付  ３月分定期償還期限
10日（月） 貯金  払込期限（必着）
14日（金） 貸付  ５月２日送金申し込み・任意償還申出締め切り

１日（水） 資格  事前受付開始
２日（木） 貸付  送金
６日（月） 貸付  ２月分定期償還期限
10日（金） 貯金  払込期限（必着）
15日（水） 貸付  ４月３日送金申し込み・任意償還申出締め切り
21日（火） 貯金  送金
22日（水） 貸付  送金

24日（金） 貯金  払戻・解約請求締め切り
積立共済年金  脱退申出等締め切り

28日（火） 掛金等  ２月分掛金等口座振替（自振校のみ）
貸付  ３月分定期償還口座振替（自振校のみ）

31日（金） 貸付  ４月24日送金申し込み締め切り
掛金等  ２月分納期限

月の共済業務スケジュール３

月の共済業務スケジュール４

資格取得・資格喪失報告書の事前受付

　平成29年３月31日退職者及び４月１日採用予定者の届
け出の事前受付を実施しています。
　加入者証等は毎週２回の決定後に順次発送します。
　受付開始：３月１日（水）
　決 定 日：受け付けから８～10日後の火・金曜日
　発 送 日：決定日から３日後
・ 受け付けから加入者証等の発送までの事務処理におお

むね２週間（標準処理期間）が必要になります。
　 ただし、継続資格取得者については、前任校の資格喪
失が確認できるまで処理が保留となります。

・ 標準処理期間中は、処理状況に関する照会を控えてい
ただくようご協力をお願いします。

・ ３月中に加入者証等が学校法人等に届いた場合でも、
４月１日以後に該当者に渡してください。

・ 例年、取得時給与の訂正が多くなっています。誤りの
ないよう確認のうえ提出をお願いします。事前受付で処
理した内容を訂正できるのは４月１日以後となります。

・ 詳しくは、本誌２月号10頁又は私学共済ホームページ
〔事務担当者用ログインページ▶共済業務スケジュー
ル▶業務カレンダー年間スケジュール▶３月〕をご覧
ください。 【業務部　資格課】

共済定期保険の配当金の送金

　平成28年度配当金の送金は６月下旬の予定です。28年
10月１日現在の共済定期保険加入者に配当します。現在
届け出ている指定金融機関（保険料振替口座）の口座解
約や改姓による名義変更又は金融機関の統廃合による支
店名や口座番号の変更がある場合には、４月10日（月）
までに「振替口座・住所・電話番号変更申出書」を提出
してください。期限までに変更申出書の提出がないと、
配当金の送金が遅れる場合があります。口座の登録内容
に変更があった場合は、保険料の振り替えに支障のない
よう速やかに届け出てください。 【福祉部　保健課】

平成29年度の任意継続加入者にかかる
標準報酬月額の上限額

　平成29年４月から任意継続加入者になる人にかかる標
準報酬月額の上限額は、380,000円となります。
　なお、29年度の「任意継続掛金早見表」は３月中旬に
送付する予定です。
 【業務部　資格課・掛金課】

特定健康診査受診券の有効期限は
３月31日です

　昨年６月に学校法人等から加入者に配付していただい
た被扶養者の「特定健康診査受診券」の有効期限は、平
成29年３月31日です。
　被扶養者の健康管理のために、加入者に対して被扶養
者への受診勧奨の呼びかけをお願いします。
　私学共済ホームページに特定健診機関（病院）一覧を
掲載していますのでご利用ください〔福祉事業のご案内
▶特定健康診査・特定保健指導▶特定健診・保健指導機
関（病院）一覧〕。 【福祉部　保健課】

加入者期間が一年未満の人の傷病手当金及び出産手当
金にかかる標準報酬月額（平成29年度支給開始適用分）

　支給開始日の属する月以前の直近の加入者期間が12月
に満たない場合の傷病手当金及び出産手当金の計算に使
用する「平成28年度の９月30日における短期給付に関す
る規定の適用を受ける全加入者の標準報酬月額の平均額
を基礎とする標準報酬月額」は、前年度と同様380,000
円となりました。
　この標準報酬月額は、平成29年度中に支給開始となる
給付に適用されます。　 【業務部　短期給付課】

　共済事業本部へのお問い合わせが多い時期のため、
電話がつながりにくい状態となっています。特に月
曜日や午前中は大変混雑しており、ご迷惑をおかけ
しますが、ご了承ください。
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私学事業団ホームページ　http://www.shigaku.go.jp/
助成業務　http://www.shigaku.go.jp/s_home.htm
共済業務　http://www.shigakukyosai.jp/（私学共済ホームページ）
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私学振興事業本部
〒102 - 8145　東京都千代田区富士見1-10-12
☎03（3230）1321（代表）

助成業務

私立学校寄付金ポータルサイトのご案内

　私立学校が取り組む寄付金募集を支援することを目的
として、私立学校の寄付募集情報を集約した「私立学校
寄付金ポータルサイト」を開設いたしました。
　私学事業団では、このサイトを通じて、私立学校の多
様な目的をもった寄付金募集の取り組みを広く社会にお
知らせすることで、「私立学校への寄付」をいっそう身
近に感じていただき、「寄付文化醸成」につなげていき
たいと考えています。
　皆様におかれましても、ぜひ積極的な寄付金募集にお
取り組みいただき、募金活動の一環として本サイトをご
活用ください。
　本サイトに寄付募集情報の掲載を希望される場合は、
掲載手続きをご案内いたしますので、お気軽に下記まで
ご連絡ください。
　私立学校寄付金ポータルサイト
　http://kifu-portal.shigaku.go.jp
� 【助成部　寄付金課　寄付金係】　
� ☎03（3230）7317･7318･7320
	 Ｅメール　kifukin@shigaku.go.jp

助成業務の貸付金にかかる償還
のご案内（平成29年３月分）

　助成業務の貸付金にかかる元金・利息の償還について
は、契約締結後に送付した「償還年次表」及び後日送付
する「貸付金返済期日のご案内」を参照のうえ、払込指定
期日までに私学事業団指定口座にご入金ください。
　払込指定期日を過ぎますと、その翌日から支払日（事
業団の口座に入金された日）までの期間について、遅延
損害金が発生しますのでご注意ください。
　また、償還金の振り込みに当たっては、次の点に留意
してください。
１ 　「貸付金返済期日のご案内（払込通知書）」の「振込

依頼書」を使用し、「電信扱い」にしてください。
２ 　インターネットバンキング等を利用する場合は、「振

込依頼書」に記載の法人番号と法人名を通信欄に入力
して、お振り込みください。

３ 　償還金は、設置学校ごとに分割して振り込まず、必
ず「学校法人単位」で一括してお振り込みください。

　※ 私学事業団ホームページ〔助成業務のご案内▶融資
▶貸付金に係るご返済について（平成29年３月）〕
も併せてご覧ください。

【融資部　融資課】
☎03（3230）7871・7872
Ｅメール　yushi@shigaku.go.jp

助成業務貸付金残高証明書の発行

　貸付残高のある全学校法人に対し、平成29年３月31日
現在の貸付金残高証明書１部を４月下旬から５月上旬に
送付する予定です。発行願を提出する必要はありません。
　ただし、以下の①又は②に該当する場合は、法人番号・
法人名・使用目的・証明年月日・必要部数を明記し、契
約証書に使用した理事長印を押印した「残高証明書の発
行願」（A４判任意様式）と「返信用封筒（長３定型で
切手を貼付したもの）」を同封のうえ、ご提出ください。

　①28年度末現在の残高証明書を２部以上必要とする場合
　② 28年度末現在以外の時点での残高証明書を必要とす

る場合

　なお、28年度末時点において残高がない場合には、残
高証明書を発行しませんので、ご了承ください。

〔会計監査人への残高証明書の発行〕
　会計監査人宛ての残高証明書は、私学事業団から直接
監査人に発行します。必要とされる学校法人は、送付先の
監査人の住所・名称（氏名）を明記した「返信用封筒（表
書に『学校法人○○学園監査資料』・『学校法人番号』を
併記し、切手を貼付したもの）」と残高証明書発行願に当
たる「確認依頼状」（公認会計士協会所定様式）を提出し
てください。返信用封筒サイズは長３定型でお願いします。

【融資部　融資課】
☎03（3230）7871・7872
Ｅメール　yushi@shigaku.go.jp

「自己診断チェックリスト」を
ご活用ください

　平成28年度版「自己診断チェックリスト」をホームペー
ジに掲載しています。
　自法人の経営状態の把握や経営改善に向けた取り組み
にぜひお役立てください。
　私学事業団ホームページ〔助成業務のご案内▶経営支
援・情報提供▶自己診断チェックリスト　平成28年度版〕
	 【私学経営情報センター　経営支援室】
	 ☎03（3230）7829・7832
	 Ｅメール　shien@shigaku.go.jp
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（禁無断転載）　

融資事業 の ご 案 内

宿泊施設の ご 案 内 私学共済ホームページから宿泊予約ができます。
h t t p : / / w w w . s h i g a k u k y o s a i . j p /

平成29年度融資のご相談、お待ちしています！

　私学事業団融資は、長期借入・固定
金利・元金据置（最大２年間）・元金
均等償還です。
　施設整備をご計画の際は「安心で安
定感のある」本事業団資金のご利用を
検討されてはいかがでしょうか。

校舎、園舎等の施設の建築
（改修も含みます）

校地、園地の購入

機器備品の購入

融資部　融資課　☎03（3230）7862～7867
Ｅメール　yushi＠shigaku.go.jp

問い合わせ先
（私学振興事業本部）

■融資金利表（平成29年３月１日現在）

融資費目
返済期間

20年以内
（うち据置２年）

10年以内
（据置年数含む）

６年以内
（据置年数含む）

【一般施設費】
　　�校（園）舎、体育館、講堂、遊戯室

等の建築事業等並びに校（園）地の
買収事業等

年％ 年％ 年％

0.70 0.31 0.41

【特別施設費】
　　�寄宿舎、国際交流会館、セミナー

ハウス等の建築事業並びに当該施
設建築のための土地買収事業等

0.80 0.41 ―

【教育環境整備費】
　　�校教具（幼稚園、特別支援学校、

専修学校が対象）、通園バス、大
型設備・情報技術整備等の購入

― 0.31
5年6か月以内
（うち据置6か月）

0.31
※融資金利は毎月の金利情勢により変更することがあります。
※上記費目以外にも災害復旧事業、公害対策事業等が対象となります。

ご相談はお早目にどうぞ

金　沢　兼
けん

　六
ろく

　荘
そう

〒920-0918　金沢市尾山町6-40　☎076（232）1239
（JR「金沢」駅から北鉄バスで「南町・尾山神社」下車、徒歩４分）

日本三名園の一つ「兼六園」（写真提供：金沢市）
〈兼六荘から徒歩13分〉

前田利家公由来の「尾山神社」（写真提供：金沢市）
〈兼六荘から徒歩５分〉

加賀料理堪能プラン

１泊２食（２名１室／１名様）　10,800円
　和食堂「食彩　雪づり」で旬の食材を使用した加賀料理を
　ご賞味いただけるプランです。
※スタンダードツインルームの料金です。
取扱期間：通年（年末年始を除きます）

梅の香ただよう春の旅路は金沢から…

主な名所が徒歩圏内に
あり、散策に最適です
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